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都市整備部 令和８年度当初予算案の概要 
 

担当：都市整備総務課 予算グループ 

担当者：小田・河合  

内線：２９６７ 

直通：６９４４－６７７０ 
 

令和８年度当初予算総額：３，８３６億  ５８８万５千円 

令和７年度当初予算総額：３，６８８億７，０７５万４千円 

   

一般会計 

令和８年度当初予算額 １，６５６億９，８２１万  円 

令和７年度当初予算額 １，５１３億９，３４１万５千円 

令和７年度最終予算額 １，５６４億  ９７５万５千円 

前年比 ８当初／７当初 １０９．４％ 

大阪府営住宅 

事業特別会計 

令和８年度当初予算額 １，０３９億３，８５２万６千円 

令和７年度当初予算額 １，２３０億３，８５３万８千円 

令和７年度最終予算額 １，１７７億１，８９１万６千円 

前年比 ８当初／７当初 ８４．５％ 

不動産調達 

特別会計 

令和８年度当初予算額     ４億４，５００万  円 

令和７年度当初予算額      ４億４，５００万  円 

令和７年度最終予算額     ５億６，８８５万３千円 

前年比 ８当初／７当初 １００％ 

 

  企業会計 

大阪府 

流域下水道 

事業会計 

令和８年度当初予算額 １，１３５億２，４１４万９千円 

令和７年度当初予算額 ９３９億９，３８０万１千円 

令和７年度最終予算額 ９８７億  ２９９万５千円 

前年比 ８当初／７当初 １２０．８％ 
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上段 令和８当初 

中段 令和７当初 

下段 令和７最終 

〔 一 般 会 計 〕 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

1 総合交通対策 

 

924億 6,140万 8千円

794億 6,333万 5千円   

688億 8,373万 9千円 

 

 

 

◆道路及び街路の整備 
221億 9,172万 2千円 

（168億 2,056万 8千円） 

道路ネットワークや都市の防災機能の強化等に資する府道大

阪羽曳野線、茨木摂津線（仮称佐保橋りょう）、都市計画道路大

阪岸和田南海線の整備を推進するとともに、新たに都市計画道

路大阪瓢箪山線（第二寝屋川～府道大阪中央環状線）などの事

業に着手する。 

また、ビッグデータを活用した自動車交通流の分析結果を踏

まえ、効果的・効率的な渋滞対策に取り組む。 

【主要事業 1参照（15頁）】 

 

◆交通安全対策等の推進 
34億 4,353万 2千円 

(32億 7,711万 7千円） 

「第 12次大阪府交通安全計画」に基づき、交通安全広報・啓

発、道路環境の整備等を推進する。 

自転車の安全で適正な利用に向け、交通安全教育の推進、自

転車保険の加入促進、自転車通行空間の確保等に取り組むとと

もに、大阪・関西万博を契機に整備した広域的な自転車通行環

境のさらなる充実を図る。 
事故の多い箇所や通学路等において、歩道の設置、バリアフ

リー化等の交通安全事業を、優先度に応じて実施するとともに、

「大阪府無電柱化推進計画」に基づき、無電柱化を推進する。 

【主要事業 4 参照（38頁）】 

【主要事業 5 参照（46頁）】 

 

◆鉄道ネットワークの充実 
335億 3,317万 9千円 

（274億 4,710万 4千円） 

大阪・関西のさらなる成長のため、広域鉄道ネットワークや、

公共交通戦略の推進による都市鉄道ネットワークの充実を図

る。 

【主要事業 1 参照（19頁）】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

上段：当初予算 

下段：（）前年度当初予算 
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事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

◆快適な移動を支える交通サービスの充実 
6億 3,618万 8千円 

（7億 4,329万 7千円） 

広域の路線バス運行等を担う事業者や市町村に対し車両購入

費等の直接支援を新たに実施する。【補助制度創設】 

大阪の成長に向けて万博で培われた新技術を活用した自動運

転バスの実証実験、地域の多様な主体による「共創」の取組支

援、訪日外国人等の受入環境整備など、地域公共交通の確保・

維持等に取り組む。 

【主要事業 2 参照（23頁）】 

【主要事業 3 参照（31頁）】 

 

◆連続立体交差事業の推進 

117億 5,811万 3千円 

（110億 5,702万 3千円） 

踏切による交通渋滞や事故を解消し、市街地の一体化を図る

ため、京阪本線（寝屋川市・枚方市）、阪急京都線（摂津市）、

南海本線・高師浜線（高石市）及び近鉄奈良線（東大阪市）に

おいて、道路と鉄道とを連続的に立体交差化させる事業を着実

に推進する。 

【主要事業 1 参照（22頁）】 

 

◆鉄道施設耐震化の促進 
1億 3,160万 6千円 

（9,866万 5千円） 

主要な鉄道駅等において大規模地震に備えるための耐震補強

事業を行う鉄道事業者に対して、国、地元市町とともに補助を

行い、整備を促進する。 

【主要事業 4 参照（36頁）】 

 

◆道路等の維持管理  
206億 2,511万 8千円 

（198億 4,218万 9千円） 

橋りょうやモノレール等の道路施設について、「大阪府都市基

盤施設長寿命化計画」に基づき、点検や予防保全対策等、戦略

的な維持管理を推進する。 

道路利用者の安全・安心を確保するため、橋りょうの耐震補

強、橋りょう・トンネル・横断歩道橋等の修繕事業を着実に実

施する。 

【主要事業 4 参照（36頁）】 

【主要事業 6 参照（49頁）】 
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事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

2 治水対策 

 

368億 3,260万 5千円 

364億  553万 1千円 

542億 4,838万 4千円 

 

 

◆河川等の整備 
184億 8,320万 2千円 

（182億 0,692万 5千円） 

治水対策については、人命を守ることを最優先に、洪水リス

クが高い河川から「逃げる」「凌ぐ」「防ぐ」の各施策を、効率

的・効果的に組み合わせて実施する。 

地下河川や中小河川などのインフラ整備を着実に進めるとと

もに、ため池など流域内の既存ストック活用の強化や住民自ら

の適切な避難行動に資するよう、水位計の設置を推進するなど、

確実な情報提供を行う。 

【主要事業 4 参照（40頁）】 

 

◆砂防施設等の整備  

17億 5,718万 2千円 

（15億 7,396万 8千円） 

土砂災害対策については、人命を守ることを最優先に、「逃げ

る」「凌ぐ」「防ぐ」の各施策を組み合わせて、効率的・効果的

な対策を推進する。 

高精度な地形情報を活用し、土砂災害防止法に基づく新たな

区域指定を行うとともに、土砂災害特別警戒区域内の既存不適

格住宅の移転・補強を促すための補助制度の活用に加え、「災害

発生の危険度」及び「災害発生時の影響度」の２つの指標によ

り整備箇所の優先順位を付け、施設整備を実施する。 

【主要事業 4 参照（41頁）】 

 

◆地震、津波・高潮対策 
52億 1,520万 5千円 

（51億 3,416万 9千円） 
南海トラフ巨大地震等による津波や高潮から府民の生命・財

産を守るため、劣化が進んでいる三大水門の更新事業等を推進

する。 

【主要事業 4 参照（33頁）】 

 

◆河川等の維持管理 

111億 2,784万 6千円 

（111億 9,115万 6千円） 

河川施設等については、「大阪府都市基盤施設長寿命化計画」

に基づき、詳細点検及び目視点検などで把握した堤防や護岸等

の損傷状況、河道内の堆積や低下の状況、川沿いの市街化状況

や氾濫時の影響などを考慮した計画的な対策を行い、戦略的な

維持管理を推進する。また、地域と連携した河川美化活動等を

推進する。 

【主要事業 6 参照（49頁）】 
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事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

3 公園の整備 

 

64億 2,744万 5千円 

62億 5,417万 6千円 

63億 9,821万 0 円 

 

 

◆府営公園の整備 
14億 9,627万  円 

（16億 4,469万 3千円） 
久宝寺緑地、大泉緑地等において、防災機能の向上を図るた

め、避難地の確保及び防災関連施設等の整備を推進する。  

【主要事業 4 参照（39頁）】 

 

◆府営公園の管理 
46億 4,605万  円 

（44億 8,398万 4千円） 

府民に親しまれる府営公園をめざして、指定管理者による公

園管理を実施し、「大阪府都市基盤施設長寿命化計画」に基づき、

遊具等の公園施設の点検や予防保全対策、更新の検討等、戦略

的な維持管理を推進する。 

また、新たな管理運営制度として、指定期間を 20年とし、公

園の維持管理に加え、施設整備からイベント企画・立案まで、

公園全体の管理運営を行う PMO型指定管理や、公園の一部区域

に新規施設を設置・管理運営する P-PFI型施設整備を導入する

など、民間ノウハウを活用し、利用者サービスを高め、公園の

更なる魅力向上を図る。 

【主要事業 6 参照（49頁）】 

 

 

 

 

4 住宅・建築施

策 

 

39億  822万 7千円 

44億 1,086万 2千円 

32億 5,217万 8千円 

 

◆くらしを支える安心な住まいの実現 
8億 0,922万 3千円 

（8億 4,049万 千円） 

住宅・建築政策の基本目標や施策の方向性を示す「住まうビ

ジョン･大阪」を改定するとともに、安心・快適に暮らすことが

できる住まいの実現に向けて、住宅確保要配慮者の居住安定確

保に向けた取組や、分譲マンションの管理適正化に向けた取組

などを推進する。 

【主要事業 5 参照（43頁）】 

 

◆ひとと環境にやさしい建築物とまちの実現 
1億 8,842万 3千円 

（1億 6,814万 2千円） 

カーボンニュートラルの実現に向けて、普及啓発に取り組む

など、住宅・建築物の環境配慮を誘導する。また、建築物等の

バリアフリー化の促進【補助制度拡充】、「ビュースポットおお

さか」など景観資源の魅力発信に取り組む。 

【主要事業 3 参照（26頁）】 

【主要事業 5 参照（45頁）】 
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事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

◆建築に係る許認可・指導 
4億 5,624万 3千円 

（4億 4,340万 1千円） 

建築確認、開発許可などの申請に係る審査・指導などを行う

とともに、既存建築物の適正な維持管理及び違反建築物等への

適正化の指導を行う。また、宅建業免許、建設業許可、経営事

項審査、解体工事業の登録等の各種申請や届出、相談を受け付

けるとともに、宅建業者及び建設業者等に対する指導監督を行

う。 

 

◆密集市街地対策・住宅建築物などの耐震化 
17億 3,898万 5千円 

（21億 7,312万 7千円） 

「地震時等に著しく危険な密集市街地」の解消に向け、老朽

建築物の除却や道路整備等に取り組む市を支援するとともに、

延焼を強力に遮断する効果を有する延焼遮断帯（都市計画道路）

の整備を推進する。 

また、耐震性が不足している木造住宅や分譲マンション、広

域緊急交通路の沿道建築物（建物及びブロック塀）、大規模建築

物等の耐震化に向け、耐震診断、設計、改修等に対して補助を

行う。【補助制度拡充】 

【主要事業 4 参照（34頁）】 

 

◆公共建築物の整備保全 
7億 1,535万 3千円 

（7億 8,570万 2千円） 

営繕工事の設計、工事監理等を実施し環境にやさしい建築物

の整備を推進するとともに、既存府有建築物の安全性・利便性

の確保を図るための維持補修工事を行う。 

 

 

 

 

5 その他 

 

260億 6,852万 5千円 

248億 5,951万 1千円 

236億 2,724万 4千円 

 

◆大阪府流域下水道事業会計繰出金 
140億 0,500万 5千円 

（140億 6,382万 3千円） 
 
◆未利用地の処理促進 

3億 3,893万  円 

（1億 4,820万 8千円） 

都市整備部が所管する公有地において、その必要性を精査し、

今後、利用計画がないと判断したものについては、積極的に処

分を行い歳入の確保を図る。 
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〔 大阪府営住宅事業特別会計 〕 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

府営住宅の 

整備・管理 

 

1,039億 3,852万 6千円 

1,230億 3,853万 8千円 

1,177億 1,891万 6千円 

 

◆府営住宅の整備 
231億 3,774万 6千円 

（212億 8,530万 4千円） 

「大阪府営住宅ストック総合活用計画」に基づき、府民の

居住の安定の確保を図るため、建設時期や住戸のバリアフリ

ーの状況、団地ごとの需要や立地環境等に応じて、府営住宅

の建替え（再編・整備）など適切に事業手法を選択し、スト

ックを有効に活用するとともに、地域のまちづくりに貢献す

る活用地の整備を行う。 

【主要事業 5参照（44頁）】 

【主要事業 6参照（51頁）】 

 

◆府営住宅の管理 
222億 6,922万 3千円 

（205億 4,913万 8千円） 

指定管理者制度により、入居者の安心・コミュニティを支

える取組や、適切な募集、入居管理等を行う。 

令和８年４月募集からは、新規入居する全ての住戸に府が

管理する風呂設備を設置する。 

【主要事業 5参照（44頁）】 

 

◆公債管理特別会計繰出金 
494億 3,477万７千円 

（633億 0,018万 9千円） 

 

 

 

 

 

〔 不動産調達特別会計 〕 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

公共用地の 

先行取得等 

 

4億 4,500万  円 

4億 4,500万  円 

5億 6,885万 3千円 

 

◆一般会計繰出金 
4億 4,500万  円 

（4億 4,500万  円） 

公園事業用地や道路事業用地の買戻しに伴い、一般会

計への繰出しを行う。 

 

 

上段 令和８当初 

中段 令和７当初 

下段 令和７最終 

上段 令和８当初 

中段 令和７当初 

下段 令和７最終 上段：当初予算 

下段：（）前年度当初予算 

上段：当初予算 

下段：（）前年度当初予算 
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〔 大阪府流域下水道事業会計 〕 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

下水道の整備 

・維持管理 

 

1,135億 2,414万 9千円 

939億 9,380万 1千円 

987億 0,299万 5千円 

 

 

 

◆流域下水道の建設改良事業 
442億 7,850万 7千円 

（308億 5,494万  円） 

寝屋川外６流域下水道の水みらいセンター、ポンプ場の老

朽化対策や増補幹線等の整備を推進する。 

また、流域下水道及び公共下水道それぞれから発生する下

水汚泥を、まとめて効率的に処理する施設の改築を実施す

る。 

【主要事業 4 参照（37頁）】 

【主要事業 6 参照（48頁）】 

 

 

◆流域下水道の維持管理   
351億 4,565万 4千円 

（305億 2,249万 9千円） 

流域下水道施設については、安定した下水道サービスの提

供をめざして、「大阪府都市基盤施設長寿命化計画」に基づ

き、管渠や機械電気設備などの下水道施設について、予防保

全を中心とした計画的な維持管理を着実に実践するととも

に、施設の更新についても的確に見極めていくなど、「効率

的・効果的な維持管理」を推進していく。 

【主要事業 6 参照（48頁）】 

 

 

◆水みらいセンターのエネルギー拠点化 
3億 4,996万 9千円 

（3億 4,995万 9千円） 

水みらいセンターへ導入した大規模な太陽光発電システ

ムについて、災害時は、同センターの非常用電源として使用

し、平常時は売電を行う。 

 

 

上段 令和８当初 

中段 令和７当初 

下段 令和７最終 上段：当初予算 

下段：（）前年度当初予算 
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都市整備部 令和７年度一般会計補正予算（第７号）案等の概要 U 

 

担当：都市整備総務課 予算グループ 

担当者：小田・河合  

内線：２９６７ 

直通：６９４４－６７７０ 

 

補 正 額 ：     ４１２億  ９４５万５千円 

補正前予算額： ３，６９３億８，７１２万４千円 

補正後予算額： ４，１０５億９，６５７万９千円 

一般会計 

補 正 額 ３０５億９，５１９万３千円 

補 正 前 予 算 額 １，５１９億０，９７８万５千円 

補 正 後 予 算 額 １，８２５億  ４９７万８千円 

大阪府営住宅事業 

特別会計 

補 正 額 ８億８，５０４万  円 

補 正 前 予 算 額 １，２３０億３，８５３万８千円 

補 正 後 予 算 額 １，２３９億２，３５７万８千円 

大阪府流域下水道 

事業会計 

補 正 額 ９７億２，９２２万２千円 

補 正 前 予 算 額 ９３９億９，３８０万１千円 

補 正 後 予 算 額 １，０３７億２，３０２万３千円 

◎大阪府営住宅事業特別会計は第１号補正 

◎大阪府流域下水道事業会計は第１号補正 
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〔 一 般 会 計 〕 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

道 路 、 河 川 、 

公 園 等 の 事 業 

 

 

305億 9,519万 3千円 

1,519億 0,978万 5千円 

1,825億 0,497万 8千円 

 

国の「「強い経済」を実現する総合経済対策」の予

算に伴う国庫補助事業費の追加 

 

 

○主要事業 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

総 合 交 通 対 策 

 

86億 9,575万 7千円 

794億 6,333万 5千円 

881億 5,909万 2千円 

 

 

 

◆道路及び街路の整備等  

橋梁・トンネルの老朽化対策や、国道 176号外の無

電柱化、一般府道大阪羽曳野線外の道路整備等を実施

する。 

 

◆鉄道ネットワークの充実 

大阪モノレールの延伸を推進する。 

 

 

治 水 対 策 

 

207億 4,623万 6千円 

364億 0,553万 1千円 

571億 5,176万 7千円 

 

 

◆河川施設等の整備 

「防災・減災、国土強靭化の推進」のため、大雨によ

る大規模な浸水や土砂災害の被害の防止、最小化を図

る。 

 

公 園 の 整 備 

 

7億 5,320万  円 

62億 5,417万 6千円 

70億 0,737万 6千円 

 

◆府営公園の整備 

久宝寺緑地、大泉緑地等において、防災機能の向上

を図るため、避難地の確保及び防災関連施設等の整備

を推進する。 

 

◆府営公園の管理 

緊急度の高い老朽化した施設や設備等の改修を行

い、利用者の安全安心を確保する。 

 

◎一般会計は第７号補正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上段 補正予算案額 

中段 現計予算額 

下段 補正後予算案額 
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〔 大阪府営住宅事業特別会計 〕 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

府営住宅の整備 

・管理 

 

8億 8,504万  円 

1,230億 3,853万 8千円 

1,239億 2,357万 8千円 

 

国の「「強い経済」を実現する総合経済対策」の予

算に伴う国庫補助事業費の追加 

 

◆府営住宅の老朽化対策 

府営住宅を良好なストックとするため、予防保全的

な管理や機能向上を含めた改善を行う。 

 

◎大阪府営住宅事業特別会計は第１号補正 

 

 

 

〔 大阪府流域下水道事業会計 〕 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

下水道の整備 

・維持管理 

 

97億 2,922万 2千円 

939億 9,380万 1千円 

1,037億 2,302万 3千円 

 

国の「「強い経済」を実現する総合経済対策」の予

算に伴う国庫補助事業費の追加 

 

◆流域下水道の整備 

寝屋川外５流域下水道の水みらいセンター、ポンプ

場の機械電気設備等の改築更新及び増補幹線の整備

を推進する。 

 

◎大阪府流域下水道事業会計は第１号補正 

 

 

上段 補正予算案額 

中段 現計予算額 

下段 補正後予算案額 

上段 補正予算案額 

中段 現計予算額 

下段 補正後予算案額 
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都市整備部 令和７年度一般会計補正予算（第８号）案等の概要  

 

担当：都市整備総務課 予算グループ 

担当者：小田・河合  

内線：２９６７ 

直通：６９４４－６７７０ 
 

補 正 額 ：  ▲３７１億９，６０６万  円 

補正前予算額： ４，１０５億９，６５７万９千円 

補正後予算額： ３，７３４億   ５１万９千円 

一般会計 

補 正 額 ▲ ２６０億９，５２２万３千円 

補 正 前 予 算 額 １，８２５億  ４９７万８千円 

補 正 後 予 算 額 １，５６４億  ９７５万５千円 

大阪府営住宅事業

特別会計 

補 正 額 ▲ ６２億  ４６６万２千円 

補 正 前 予 算 額  １，２３９億２，３５７万８千円 

補 正 後 予 算 額 １，１７７億１，８９１万６千円 

不動産調達 

特別会計 

補 正 額 １億２，３８５万３千円 

補 正 前 予 算 額    ４億４，５００万  円 

補 正 後 予 算 額    ５億６，８８５万３千円 

大阪府流域下水道 

事業会計 

補 正 額 ▲ ５０億２，００２万８千円 

補 正 前 予 算 額  １，０３７億２，３０２万３千円 

補 正 後 予 算 額    ９８７億  ２９９万５千円 

◎大阪府営住宅事業特別会計は第２号補正 

◎不動産調達特別会計は第１号補正 

◎大阪府流域下水道事業会計は第２号補正 
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〔 一 般 会 計 〕 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

道路、河川、公園、

住宅・建築等の事業 

 

▲260億 9,522万 3千円 

1,825億 0,497万 8千円 

1,564億 0,975万 5千円 

 

国庫補助事業費の確定等による減額 

 

◎一般会計は第８号補正 

 

 

 

〔 大阪府営住宅事業特別会計 〕 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

府 営 住 宅 の 

整 備 ・ 管 理 

 

▲62億 0,466万 2千円 

1,239億 2,357万 8千円 

1,177億 1,891万 6千円 

 

 

国庫補助事業費の確定等による減額 

◎大阪府営住宅事業特別会計は第２号補正 

 

 

 

〔 不動産調達特別会計 〕 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

公 共 用 地 の 

先 行 取 得 等 

 

1億 2,385万 3千円 

4億 4,500万  円 

5億 6,885万 3千円 

 

 

買戻し用地の増加による増額 

◎不動産調達特別会計は第１号補正 

 

 

 

〔 大阪府流域下水道事業会計 〕 

事 業 名 事 業 費 事 業 内 容 の 説 明 

 

下 水 道 の 整 備 

・ 維 持 管 理 

 

▲50億 2,002万 8千円 

1,037億 2,302万 3千円 

987億 0,299万 5千円 

 

 

国庫補助事業費の確定等による減額 

◎大阪府流域下水道事業会計は第２号補正 

上段 補正予算案額 

中段 現計予算額 

下段 補正後予算案額 

上段 補正予算案額 

中段 現計予算額 

下段 補正後予算案額 

上段 補正予算案額 

中段 現計予算額 

下段 補正後予算案額 

上段 補正予算案額 

中段 現計予算額 

下段 補正後予算案額 
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「「副首都・大阪」を見据えた都市力の向上」、「災害への対応など安全・安心の確保」、「ひとと環境に

やさしい住まいとまちの実現」、「ストックマネジメントの推進による府民サービスの向上」に向け、都市

整備行政を推進する。 

※下線は新規事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「「強い経済」を実現する総合経済対策」の実施 Ｒ７補正：412 億円 

 

 

令和８年度当初予算 ・・・3,836 億円（Ｒ７当初：3,689 億円）※特別会計含む 

≪「副首都・大阪」を見据えた都市力の向上≫ 

R８当初：687 億円（R７当初：562 億円） 

（１）道路・鉄道ネットワーク等成長を支える都市基盤の整備☞主要事業１ R８当初：674 億円 

                                                    （R７当初：552 億円） 

・大阪・関西の成長に向けた道路整備の推進、新御堂筋等の機能強化に向けた検討実施 など 

 

（２）新交通サービスの確立と地域公共交通の確保・充実 ☞主要事業２     R８当初：2 億円 

・バス車両購入に対する支援、共創の取組の推進、新モビリティの推進 など          （R７当初：２億円） 

 

（３）都市魅力の向上 ☞主要事業 3                              R８当初：11 億円 

（R７当初：8 億円） 

・先導的なバリアフリー設備の実装化支援、水辺空間の再構築、古民家コンバージョン促進 など 

                 

 

≪災害への対応など安全・安心の確保≫      

R８当初：568 億円 （R７当初：501 億円） 

（４）地震・津波や風水害への対応 ☞主要事業４    

・三大水門の更新、密集市街地対策、建築物・都市基盤施設等の耐震化、寝屋川流域総合治水対策 など 

 

≪ひとと環境にやさしい住まいとまちの実現≫  

R８当初：1,074 億円 （R７当初：1,268 億円） 

（５）誰もが安心できるくらしの確保と環境配慮の取組 ☞主要事業５       

・子育て世帯向け住まいの支援、カーボンニュートラルの実現に向けた取組、道路通行空間の安全確保 

 
 

≪ストックマネジメントの推進による府民サービスの向上≫ 

                               R８当初：950 億円（R７当初：886 億円） 
※一部再掲 

（６）効率的・効果的な維持管理の推進と更なる府民サービスの向上 ☞主要事業６             

・下水道管路の強靱化、AI を活用した道路パトロール、民間活力の導入 など 

 

その他（繰出金、人件費等） R８当初：714 億円（R７当初：622 億円） 

令和８年度の事業について ≪都市整備部≫ 
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道路・鉄道ネットワーク等 
成長を支える都市基盤の整備 

 

 

 

 

 

１ 大阪・関西の成長に向けた道路整備の推進 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連 

絡 

先 

道路整備課 計画グループ 

  課長補佐 寺岸、主査 中山 

  内線 3993 直通 6944-9275 

交通計画課 交通計画推進グループ 

  課長補佐 市道、主査 西村 

  内線 6779 直通 6944-6779 

「副首都・大阪」を見据えた大阪・関西のさらなる成長・活力の実現に向け、広域的な高速道路ネット

ワークのミッシングリンク（未整備区間）の解消、府県間道路などの幹線道路の充実・強化、リニア中央

新幹線等の「広域鉄道ネットワークの充実」や公共交通戦略路線の着実な推進による「都市鉄道ネットワ

ークの充実」、連続立体交差事業の推進をはじめとする「公共交通の利便性向上」などに取り組みます。 

【令和８年度事業のトピックス】 

１ 大阪・関西の成長に向けた道路整備の推進＜1（２）（３）参照＞ 

泉州地域を南北に結び放射軸を形成する都市計画道路大阪岸和田南海線（府中工区）や、豊中市南部

地域における密集市街地の防災機能強化にも資する都市計画道路三国塚口線が完成します。また、都

市計画道路大阪瓢箪山線（第二寝屋川～府道大阪中央環状線）等に着手します。 

２ 道路・鉄道の機能強化・充実に向けた検討実施＜２（１）（２）参照＞ 

広域交通のハブ拠点である新大阪駅周辺エリアと、新名神高速道路などの国土軸や大阪都心部を南北に

結ぶ「新御堂筋」の機能強化に向けた検討を行うとともに、公共交通戦略路線である「なにわ筋連絡線

・新大阪連絡線」と「京阪中之島線延伸」の事業化に向けた検討に着手します。 

主要事業 １ 

【令和 7 年度着手】 

一般府道 大野天野線（大阪河内長野線）（小山田工区） 

【令和 7 年度一部区間暫定供用】 

一般府道 大阪羽曳野線（八尾富田林線） 

【令和 7 年度本線部供用】 

都市計画道路 十三高槻線（正雀工区） 

淀川左岸線（２期） 

府域の道路ネットワーク 

淀川左岸線延伸部 

【令和 8 年度着手】 

都市計画道路 大阪瓢箪山線 

 （第二寝屋川～府道大阪中央環状線） 

【令和 8 年度完成】 

都市計画道路 大阪岸和田南海線（府中工区） 

【令和 8 年度完成】 

都市計画道路 三国塚口線 

【令和 7 年度着手】 

都市計画道路 対馬江大利線 

【令和 7 年度着手】 

主要地方道 大阪和泉泉南線（泉州山手線）（山直工区） 
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（１）大阪都市再生環状道路の促進 

R８当初：4.1億円、外 R７補正（７号）0.3億円：（R７当初：2.8億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）放射軸の強化等に資する道路整備の推進 

R８当初：72.0億円、外 R７補正（７号）：5.4億円（R７当初：56.7億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆大阪都市再生環状道路のうち、ミッシングリンク（未整備区間）となっている淀川左岸線（２期）・ 

延伸部を整備することで、都心部の渋滞緩和や都市の活性化等が期待できます。 

◆淀川左岸線（２期）は、令和 14 年度の事業完了に向けて、引き続き大阪市等が整備を進めており、

また、延伸部は国等が整備を進めています。 

知事重点事業（継続） 

◆（都）大阪岸和田南海線は泉州地域を南北に結ぶ路線であり、このうち、和泉市内の市道府中黒鳥線

から市道和泉中央線までの約 1.0km（府中工区）が、令和８年秋頃に完成する予定です。これによ

り、広域緊急交通路である府道大阪和泉泉南線のバイパス道路として、防災機能が強化されます。 

◆（都）三国塚口線は、豊中市南部地域において、国道 176号から府道大阪池田線までの約 1.1kmを

結ぶ幹線道路であり、令和８年春頃に完成する予定です。これにより、豊中市南部地域の密集市街地

における、災害時の延焼拡大抑止に寄与します。 

 

国土強靱化一部活用 

 

淀川左岸線延伸部 
大阪都市再生環状道路 

事業中 

標準断面図（シールドトンネル部） 
（淀川左岸線延伸部） 

海老江北入り口付近 

（淀川左岸線（２期）） 

府中工区の整備状況 

都）大阪岸和田南海線の位置図 都）三国塚口線の位置図 

都）三国塚口線の整備状況 
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（３）骨格道路を相互につなぎ地域の交通を支える道路整備の推進 

R８当初：114.7億円、外 R７補正（７号）：5.3億円（R７当初：77.0億円） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 道路・鉄道の機能強化・充実に向けた検討実施 

（１）新御堂筋機能強化 

Ｒ８当初：500万円（Ｒ７当初：－ ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆（都）大阪瓢箪山線は、中河内地域を東西に連絡し、近鉄奈良線連続立体交差事業と一体的に整備を

図る幹線道路です。現在、（都）加納玉串線から国道 170号までの約 0.9km 区間において、事業を

実施しています。 

◆令和８年度より、新たに第二寝屋川から府道大阪中央環状線までの約 0.4km 区間に着手します。 

◆本事業は、大阪モノレール延伸事業（（仮称）瓜生堂駅の整備等）とあわせて進めることとしており、

駅へのアクセス性向上に寄与します。 

国土強靱化一部活用 

 

◆新御堂筋は、広域交通のハブ拠点である新大阪駅周辺エリアと新名神高速道路等の国土軸や大阪都心

部を南北に結ぶ、大阪北部地域の主要な幹線道路です。交通量が非常に多く、渋滞等の諸課題への対

策が必要です。 

◆令和８年度は、新大阪駅周辺の開発などを踏まえつつ、渋滞解消や大規模更新、高速道路等との接続

による利便性向上等の観点から、機能強化に向けた検討に取り組みます。 

 

着手区間の現況 

知事重点事業（新規） 

新御堂筋の交通状況 
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（２）なにわ筋連絡線・新大阪連絡線、京阪中之島線延伸 事業化検討調査 

R８当初：535 万円（R７当初：－） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ビッグデータを活用した渋滞対策 

 Ｒ８当初：0.２億円（Ｒ７当初：0.3億円 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知事重点事業（継続） 

◆令和７年度に実施した車両の走行情報（経路・速度等）の分析結果を踏まえ、他のルートへの迂回誘

導による交通分散を図るなど、地域の交通事情に応じた効果的・効率的な渋滞対策に取り組みます。 

車両の交通量や移動経路を可視化、交通需要を把握し、他路線への
誘導等により渋滞を緩和 

交通流の分析と対策例のイメージ 

時間帯・区間ごとの走行速度を可視化 

【迂回誘導例】 

プッシュ型通知 

標識による誘導 

渋滞ポイントを可
視化し、効果的な
対策を検討 

◆「副首都・大阪」を見据えた大阪・関西のさらなる成長のため、公共交通戦略に位置付けている

「なにわ筋連絡線・新大阪連絡線」及び「京阪中之島線延伸」について、大阪市・鉄道事業者とと

もに、事業化に向けた検討調査に着手します。 

◆「なにわ筋連絡線・新大阪連絡線」は、令和 12（2030）年度末開業予定の「なにわ筋線」と接続

することで、関西国際空港や大阪南部地域へのアクセス強化に資する路線です。また、「京阪中之島

線延伸」は九条方面に延伸し、阪神なんば線や大阪メトロ中央線と結節することにより、京阪神へ

の新たなネットワークの形成に資する路線です。 

 

事業化に向けた検討路線 

知事重点事業（新規） 
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４ 広域鉄道ネットワークの充実   

                                      R８当初：390万円（R７当初：390万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【機運醸成の取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆リニア中央新幹線・北陸新幹線の大阪までの早期着工・開業を実現するため、官民で組織する協議

会により、国等への働きかけや、機運醸成の取組等を実施します。 

 

 

。 

 路線図 

 

万博鉄道まつり 2025 

（令和 7 年 11 月 29 日-30 日） 

鉄道博 2026 

（令和 8 年１月 10 日-12 日） 

2025 年度リニア中央新幹線建設促進

期成同盟会総会（令和 7 年 5 月 28 日） 

北陸新幹線 

 

リニア中央新幹線 

 

高崎 

東京 

名古屋 

 

 

 

営業区間 未着工区間 

大阪 

京都 

品川 

R9（2027）年以降開業予定区間 未着工区間 

北陸新幹線 

リニア中央新幹線 

東海道新幹線 

敦賀 

長野 

上越妙高 

富山 

福井 

金沢 

敦賀～大阪 高崎～敦賀 
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５ 公共交通戦略路線の着実な推進 ～ 都市鉄道ネットワークの充実 ～ 

（１）なにわ筋線 

R８当初：91.1億円、外R７補正（７号）：11.3億円（R７当初：83.9億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）大阪モノレール延伸 

R８当初：244.2 億円、外 R７補正（７号）：41.8億円（R７当初：190.5億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

知事重点事業（継続） 

◆関西国際空港と大阪（梅田）間の所要時間が約10分～20分短縮されるなど、新大阪や大阪都心部と

関西国際空港や大阪南部地域間のアクセス強化、沿線拠点開発の促進に寄与します。 

◆令和12（2030）年度末の開業をめざし、令和８年度は用地補償や駅部工事等を行う整備主体の関西

高速鉄道㈱に対し、出資・補助を行います。 

知事重点事業（継続） 

◆門真市駅から（仮称）瓜生堂駅までの約 8.9km を延伸し、放射状に形成された在来鉄道４路線と新

たに環状方向に結節され、門真南から大阪空港間の所要時間が約 30分短縮されるなど、広域的な

鉄道ネットワーク機能の強化や、他路線の輸送障害発生時の代替経路の確保などに寄与します。 

◆令和 1５（2033）年度の開業をめざし、令和８年度は支柱建設工事、軌道桁架設工事、駅舎建設

工事、車両基地整備工事等を行います。 

支柱建設工事 鋼軌道桁架設工事 車両基地整備工事 

国土強靱化一部活用 

 

国土強靱化一部活用 

 

（仮称）中之島駅部（掘削工事） 

 
（仮称）西本町駅部（掘削工事） 道頓堀川付近（掘削工事） 
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路線図 

 

※ 駅名は仮称を含む 

新今宮

中之島

西本町

南海
新難波

夢 洲
(万博・IR)

鴻池新田

荒本

門真南

門真市

瓜生堂

千里中央

箕面船場阪大前

箕面萱野

兵 庫

関空・
和歌山方面

なにわ筋線

◦大阪駅（うめきたエリア）

～JＲ難波駅・新今宮駅

◦整備延長≒7.2㎞

大阪モノレール延伸

◦門真市駅～瓜生堂駅

◦整備延長≒8.9㎞

大阪駅
（うめきたエリア）

JR難波

放出

新大阪

京都方面

連続立体交差事業

京阪本線（寝屋川市・枚方市）

◦香里園駅～枚方公園駅付近
◦延長≒5.5㎞
◦踏切除却数：21箇所

連続立体交差事業

近鉄奈良線（東大阪市）

◦若江岩田駅～東花園駅付近
◦延長≒3.3㎞
◦踏切除却数：9箇所

連続立体交差事業

阪急京都線（摂津市）

◦摂津市駅付近
◦延長≒2.1㎞
◦踏切除却数：5箇所

松生町

北大阪急行延伸 ※2024.3.23開業済

（千里中央駅～箕面萱野駅）

連続立体交差事業

南海本線・高師浜線（高石市）

◦羽衣駅～高石駅付近
◦延長≒4.1㎞
◦踏切除却数：13箇所
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６ 連続立体交差事業の推進 ～ 公共交通の利便性向上 ～ 

 Ｒ８当初：117.6億円（Ｒ７当初：110.6億円） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 予算額 

○一般会計：673億 3,898 万円  外 R７補正（７号）：66億 1,673万円 

（R７当初：552億 2,113 万円） 

◆「開かずの踏切」による交通渋滞や踏切事故の解消、列車運行の定時性の向上を図るとともに、鉄道

により分断されている市街地の一体化を図り、安全で快適なまちづくりを進めます。 

◆鉄道高架化を進めている２路線のうち、阪急京都線（摂津市）では、用地取得、付替道路工事等を

実施し、京阪本線（寝屋川市・枚方市）では、鉄道高架工事、支障物件撤去工事等を実施します。 

◆南海本線・高師浜線（高石市）や近鉄奈良線（東大阪市）においては、高架化完了後の復旧工事や 

側道整備工事等を実施します。 

京阪本線 香里園駅（仮駅舎工事） 阪急京都線 摂津市駅前（仮設駅前広場工事状況） 
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新交通サービスの確立と 
地域公共交通の確保・充実 

 

 

 

 

 

 

１ 地域公共交通の確保・充実 

（１）バス車両購入に対する支援 

  R８当初：0.7 億円（R７当初：－） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連 

絡 

先 

交通計画課 交通計画推進グループ 

課長補佐 井本、主査 水井 

内線 6779 直通 6944-6779 

新交通施策推進課 

新モビリティ整備グループ 

  課長補佐 松澤、主査 大谷 

内線 4966 直通 4397-4142 

持続可能な交通サービスの確保を図るため、広域路線のバス運行主体に対する新たな支援や、地域の多

様な主体との連携による「共創」の促進に取り組みます。また、便利でスマートな新しい移動サービスを

実現するため、新技術を活用した新たなモビリティの導入をめざします。 

【令和８年度事業のトピックス】 

１ 地域公共交通の確保・充実＜1（１）～（３）参照＞ 

地域公共交通の確保・充実に向けた直接支援の取組として、広域路線のバス等運行を担う事業者や市

町村に対し、車両購入費等の補助を行います。また、人材確保に取り組む路線バス事業者への支援と

ともに、大学や企業等地域の多様な主体との連携による「共創」の取組を促進します。 

２ 新モビリティの推進＜２参照＞ 

大阪・関西万博で運行された自動運転バスを万博レガシーとして活用し、利用者を乗せた実証実験（令

和 8 年度～令和 10 年度）を南河内地域において Osaka Metro と共同で実施します。 

主要事業 ２ 

◆長期的な利用者減少に伴う収益性悪化等によってバス路線の休廃止が相次ぐなど、交通サービス確

保が困難となりつつある状況に鑑み、地域公共交通は基本的には市町村の役割という従来の考え方

に立ちつつ、一歩踏み出し、より一層の積極的支援を実施します。 

◆令和８年度は、広域ネットワークを形成するバス等の路線を対象に、その運行を担う事業者や市町

村に対して、路線の確保・維持にあたり負担となっている車両購入費等の一部に補助を行います。 

知事重点事業（新規） 

 

広域的な移動を支える路線バスやコミュニティバス 

（出典：阪急バス株式会社、河南町） 

バス路線の休廃止があった市町村 

（バス事業者公表情報を元に府作成） 
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 （２）人材確保に対する支援 

  R８当初：0.8 億円（R７当初：0.4億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）共創の取組 

  R８当初：0.2 億円（R７当初：0.2億円 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆路線バスの確保・維持に向けて、第二種大型自動車運転免許の取得や人材確保セミナー等の広報活

動、ドライバーの研修等に係る経費を補助することにより、人材確保に取り組む路線バス事業者を

支援します。 

◆スクールバスや病院の送迎バスを、地域住民が移動の足として利用可能とするなど、地域の輸送資源

を最大限活用する共創の取組が促進されるよう、モデルとなる事業の実証運行に向け、交通需要の調

査や運行ルートの検討等を行っています。 

◆令和８年度は、令和７年度に引き続き、地域（市町村や交通事業者等で構成される協議会）で実施す

る実証運行に向けて、市町村等とともに、必要となる調査や検討等に取り組みます。 

知事重点事業（継続） 
 

知事重点事業（継続） 

バス事業者が出展する人材確保セミナー 

（出典：一般社団法人大阪バス協会） 

バス運転士募集専用 web ページ 

（出典：京阪バス株式会社） 

共創の取組例（官民共創による輸送手段の統合） 
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２ 新モビリティの推進 

R８当初：0.2 億円、外 R７補正（７号）：3.5 億円（R７当初：1.7億円） 

 

 

 

 

 

 

≪実証実験に向けたロードマップ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予算額 

○一般会計：1 億 9,211 万円  外 R７補正（７号）：3 億 5,232 万円 

（R７当初：2億 3,231万円） 

◆令和８年度は、南河内地域において、利用者を乗せた自動運転バスの実証実験を実施し、概ね３か

月ごとに、北部ルート・南部ルートを交互に運行します。併せて、別車両（乗客なし）を用いて自

動運転レベル４取得に向けた車両調整を実施します。 

◆自動運転バスを安心して利用してもらえるよう、機運醸成イベントを継続的に実施します。 

◆実証実験の結果等をフィードバックすることで持続可能な地域公共交通の実現に取り組む市町村を

応援します。 

知事重点事業（継続） 

Osaka Metro が万博会場で運行した

自動運転バス(Osaka Metro 提供) 

(ロゴマーク) 
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都市魅力の向上 
 

 

 

 

 

 

１ ユニバーサルデザインのまちづくり 

（１）大阪・関西万博で実現されたバリアフリーに資する取組の普及・拡大 

  ① 先導的なバリアフリー設備の実装化支援 

R８当初：0.1 億円（R７当初：－） 

         

 

 

 

≪先導的なバリアフリー設備≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連 

絡 

先 

 建築環境課 住環境推進グループ 

  課長補佐 亀元、主査 瀧藤 

内線 3028 直通 6210-9717 

交通計画課 交通計画推進グループ 

 課長補佐 市道、主査 岡田 

内線 6779 直通 6944-6779 

「副首都・大阪」を見据えた都市力の向上を図るため、万博レガシーを活かし、ユニバーサルデザイン

のまちづくり、大阪の魅力発信、外国人旅行者等の受入環境整備などの都市魅力の向上に取り組みます。 

【令和８年度事業のトピックス】 

１ ユニバーサルデザインのまちづくり＜1（1）～（３）参照＞ 

大阪・関西万博で先導的に展開されたバリアフリー基準や取組について、全国トップレベルのバリア

フリー基準を規定している大阪府福祉のまちづくり条例による規制誘導やバリアフリーガイドライ

ンの普及啓発、先導的なバリアフリー設備設置への補助制度の創設等を通して、府域への普及拡大に

取り組みます。また、今後さらなる増加が見込まれる外国人旅行者等が安全・安心で快適に移動でき

るよう、誰もが利用しやすいユニバーサルデザインタクシーの普及促進に取り組みます。 

２ 大阪の魅力発信＜２（１）～（５）参照＞ 

国内外からの観光客や府民の大阪への愛着や関心を高めるため、大阪の景観資源の魅力を伝えるプロ

モーション動画の配信を行うほか、SNSやインフラツーリズムを通じたインフラ施設の魅力発信、老

朽化した護岸の更新にあわせた水辺空間の再構築、古民家を活用した宿泊施設・飲食施設等へのコン

バージョン促進に取り組みます。 

主要事業 ３ 

◆大阪・関西万博の会場内で積極的に設置が進められた先導的なバリアフリー設備（トイレ内に設置す

るフラッシュライト及び大人用介護ベッド）の府域での普及拡大を図るため、その設置にかかる費用

に対する補助制度を創設します。 

 

（聴覚障がい者への火災等報知）

 

フラッシュライト 

聴覚障がい者への火災等報知 

平常時 緊急時 

大人用介護ベッド 

（大人のオムツ替え等）

 

知事重点事業（新規） 
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  ② バリアフリーガイドラインの普及 

R８当初：179 万円（R７当初：－） 

  

 

 

 

≪大阪・関西万博における施設のバリアフリー化に関する取組（例）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）既存宿泊施設等のバリアフリー化への支援 

        R８当初：1.0億円（R７当初：1.1億円 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆大阪・関西万博で先導的に展開されたバリアフリー基準や取組等を踏まえ、内容の充実化を図った施

設整備のためのバリアフリーガイドライン（令和８年３月改訂予定）について、設計者や事業者向け

講習会等を通じて府域での普及展開を図ります。 

柔らかい素材の壁 

調光機能 

カームダウン・クールダウンスペース 
視覚障がい者の移動支援アプリ 

設計・計画段階における当事者参画 

（大阪ヘルスケアパビリオン） 
（ナビレンス） 

（ワークショップの様子） 

◆観光客の拠点となるホテル・旅館のバリアフリー水準の向上を図るため、バリアフリー改修工事等に

かかる費用に対して補助を行います。 

◆施設を安心して利用できるかどうかを把握できるよう、公共施設や鉄道駅、商業施設、宿泊施設等の

バリアフリー情報をウェブ上で確認できる「ユニバーサルデザインマップ」を運用します。 

バリアフリー改修工事の例 （２室を１室化改修したバリアフリールーム） 

（出典：ホテル又は旅館における高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準（国土交通省）） 

知事重点事業（継続） 

知事重点事業（新規） 
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（３）ユニバーサルデザインタクシー普及促進事業の推進 

R８当初：2.0億円（R７当初：1.7億円）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆2030 年度までに府内タクシー総台数の約 50%を誰もが使いやすいユニバーサルデザインタクシ

ーとすることを目標に、対象車両を購入する事業者に対し、1台あたり 30万円を上限に購入費を補

助します。 

知事重点事業（継続） 

ユニバーサルデザインタクシー 

（出典：国土交通省ＨＰ） 
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２ 大阪の魅力発信  

（１）『ビュースポットおおさか』など景観資源の魅力発信 

R８当初：517万円（R７当初：779万円） 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）土木インフラ広報・魅力発信 

Ｒ８当初：0.2億円（Ｒ７当初：0.2億円 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）２０２７年国際園芸博覧会（横浜園芸博）への出展 

Ｒ８当初：0.3億円（Ｒ７当初：0.1億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆土木インフラ施設の役割や重要性を広く伝えられる SNSやインフラ施設見学（インフラツーリズム）

を通じて、府民へ防災意識の向上を図るとともに、インフラ施設の魅力発信を行う。 

知事重点事業（継続） 

◆府内外、国内外からの観光客等の府域周遊を図るとともに、府民の景観に対する愛着や関心を高める

ため、景観資源（ビュースポットおおさか）の魅力を伝えるプロモーション動画の配信等を行います。 

安治川水門 安威川ダム 

◆2027年に横浜市で開催される国際園芸博覧会において、大阪市・堺市と３者で共同庭園を出展し、

大阪市・堺市をはじめとする『大都市・大阪』の魅力を世界に向けて発信するとともに、大阪・関西

万博のテーマを未来につないでいきます。 

 

2025年日本国際博覧会（大阪・関西万博） 

テーマ：いのち輝く未来社会のデザイン 

（出典：公益社団法人2025年日本国際博覧会協会） 

2027年国際園芸博覧会（GREEN×EXPO 2027） 

テーマ：幸せを創る明日の風景 

（出典：公益社団法人2027年国際園芸博覧会協会） 

『ビュースポットおおさか』の例 

プロモーション動画「ビュー警官の事件簿」 

（令和 7 年度制作） 

川の駅 はちけんや             旧堺燈台 



30ページ 

（４）水辺空間の再構築 

Ｒ８当初：1.6億円（Ｒ７当初：－ ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）古民家コンバージョン促進 

 R８当初：0.3億円（R７当初：－ ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆大阪市中心部を流れる堂島川・土佐堀川において、都市景観の質的向上と水辺の回遊性向上を図る

ことを目的に、水辺空間の再構築を進めます。 

◆令和８年度は、土佐堀川（中之島公園地区）において老朽化した護岸の更新にあわせ、安全性の確保

と快適な水辺環境の形成に向けた整備を行います。 

◆府内の古民家を地域資源として活用し、宿泊・飲食施設等へのコンバージョンを促進することにより、

地域活性化を図ります。令和 8年度は、府内の古民家集落の調査を実施し、まちづくりのポテンシャ

ルが高い地区を選定するとともに、専門家を派遣して古民家の現状調査や再生に向けた企画提案を行

います。 

知事重点事業（新規） 

古民家を宿泊施設にコンバージョンした事例 写真：バリューマネジメント（株）提供 

水辺空間の再構築イメージ 土佐堀川沿いの水辺利用状況 

知事重点事業（新規） 
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３ 外国人旅行者等の受入環境整備 

（１）公共交通機関の受入環境整備   

        R８当初：1.4億円（R７当初：1.3億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）公園・河川・道路における受入環境整備 

① 公園（箕面公園） 

        Ｒ８当初：0.2億円（Ｒ７当初：0.2億円 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆箕面公園において、更なる観光客の誘客に向け、公園の魅力や利便性の向上、安全性の確保に資する

公園施設の環境整備を進めるため、令和 8年度は、観光客受入のための案内看板等の整備を行います。 

箕面公園平面図 箕面大滝の混雑状況 公園施設の例①（看板） 公園施設の例②（サイン） 

◆公共交通機関による府内での観光周遊をより快適なものとし、公共交通の維持・大阪の成長につなげ

るため、キャッシュレス決済対応機器や多言語案内設備の整備、幅広改札機の導入等の移動のシーム

レス化対策、車内の混雑状況を把握できるシステム整備等の運行情報のデジタル化推進など、公共交

通機関における外国人旅行者等の受入環境整備を促進します。 

知事重点事業（継続） 

クレジットカードのタッチ決済、 

QR コード対応された自動改札機 

（写真提供：近畿日本鉄道株式会社） 

※QR コードは(株)デンソーウェーブの登録商標です 

多言語対応の運行情報案内モニター 

（写真提供：大阪市高速電気軌道株式会社） 

他社路線への床面案内表示 

（写真提供：西日本旅客鉄道株式会社） 

幅広改札機 

（写真提供：大阪市高速電気軌道株式会社） 
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② 河川（千里川かわまちづくり） 

R８当初：0.5億円（R７当初：1.1億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 道路（サイクルライン） 

        R８当初：0.6億円（R７当初：－ ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 予算額 

○一般会計：11億 2,268 万円 

（Ｒ７当初：7億 8,228万円） 

 

◆大阪国際空港に面する千里川土手において、飛行機の離着陸を鑑賞しながらみどりや河川に親しむこ

とができる環境を、隣接する豊中つばさ公園「ma-zika」（原田緑地）と一体的に整備し、地域の魅力

向上やにぎわいづくりを豊中市等と連携して進めます。 

◆令和８年度は、令和９年３月に予定されている豊中つばさ公園の全面開園にあわせ、親水護岸やスロ

ープ等の整備を進めます。 

◆国内外からの来訪者が安全、快適に自転車で府内各地を周遊できるよう、万博レガシーであるサイク

ルラインの活用・拡大に取り組みます。 

◆令和８年度は、大阪ベイサイドサイクルラインにおける未整備区間の整備に着手します。 

知事重点事業（新規） 

 整備イメージ 

２０２５年
大阪・関西万博会場

淀川リバーサイド
サイクルライン

松原ジャンクション
道路休憩施設

京
奈
和
自
転
車
道

和歌山へ

奈良へ石
川
リ
バ
ー
サ
イ
ド

サ
イ
ク
ル
ラ
イ
ン

石
川
河
川
公
園

自転車賑わい拠点

毛馬桜之宮公園

りんくう公園

さくらであい館

J‐GREEN堺

浜寺公園

大和川リバーサイド
サイクルライン

道の駅
近つ飛鳥の里・太子

未整備区間の整備に着手 

 整備箇所 

飛行機の離発着を間近で鑑賞できる

階段形式の堤防 

親水護岸 

千里川土手から眺める着陸シーン 

階段 

芝生広場 

スロープ 

堤防道路 

豊中つばさ公園「ma-zika」 

堤防道路 

千里川 



33ページ 

 

 

地震・津波や風水害への対応 

 

 

 

 

１ 地震・津波対策 

（１）三大水門の更新等の推進                  

R８当初：51.5 億円、外 R７補正（７号）：30.8 億円（R７当初：51.0 億円） 

 

 

 

   

 

  

  

 

 

 

 

 

 

連 

 絡 

 先 

 都市防災課 防災計画グループ 

   課長補佐 脇水、主査 中井 

内線 3907 直通 6944-9268 

河川整備課 計画グループ 

   課長補佐 竹島、主査 岡田 

内線 2935 直通 6943-7409 

今後発生が想定される南海トラフ巨大地震等への対策として、三大水門の更新や密集市街地対策、住宅・

建築物の耐震化などの対策を引き続き推進します。また、治水対策・土砂災害対策については、「人命を守

る」ことを最優先に「逃げる」「凌ぐ」「防ぐ」施策を効率的・効果的に組み合わせた取組を推進します。 

【令和８年度事業のトピックス】 

１ 三大水門の更新等の推進＜１（１）参照＞ 

過去最高潮位を記録した平成30年台風第21号から市街地の高潮被害を防いだ三大水門のうち、木津川水

門、安治川水門について、気候変動による海面上昇などを考慮した高潮への対策に加え、南海トラフ巨大

地震による津波に対する防御機能も備えた水門への更新工事を推進します。 

また、津波発生時に閉鎖する鉄扉について、迅速・確実な閉鎖と操作者の安全確保のため、遠隔操作化を

推進します。 

２ 密集市街地対策の推進＜１（２）参照＞ 

大規模な地震により、多くの建物の火災や倒壊が想定される密集市街地の防災性向上を図るため、事業主

体である市を支援するなど、災害に強い都市構造の形成を図ります。 

３ 寝屋川流域総合治水対策の推進＜２（１）参照＞ 

特定都市河川流域である寝屋川流域において、総合治水対策の根幹施設となる地下河川や下水道増補

幹線等の整備を推進します。 

◆完成後 50 年以上が経過した三大水門（木津川・安治川・尻無川）は、劣化による更新時期が迫ってお

ります。令和４年度より更新工事に着手した木津川水門では、令和 13 年までの完了に向け、躯体築造

工事などを推進します。また、令和６年度より更新工事に着手した安治川水門では、令和 16 年までの

完了に向け、躯体築造に必要となる仮設工事などを推進します。 

◆鉄扉の遠隔操作化については、神崎川左岸（西淀川区）の大和田船溜に位置する鉄扉において、遠隔制

御システムや現地状況を把握するカメラなどの設備工事を推進します。 

主要事業 ４ 

知事重点事業（継続・一部） 

新木津川水門完成イメージ 施工状況 鉄扉の遠隔操作化 整備イメージ 
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（２）密集市街地対策の推進 

R８当初：10.3 億円（R７当初：14.3 億円） 

 

 

 

 

対象地域 令和７年度末時点の実績 令和８年度の取組 

地震時等に著しく危険密集市街地 

2,248ha（H24時点） 
2,030ha解消 令和12年度末までに全域解消 

 

 

 

 

 

 

                       （三国塚口線） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆密集市街地の防災性向上を図るため、「大阪府密集市街地整備方針」に基づき、延焼拡大の危険性を低減

する老朽建築物の除却や道路・公園等地区公共施設整備などを行う市を支援するとともに、延焼遮断帯

の核となる都市計画道路である寝屋川大東線（門真市北部地区）の整備を推進します。 

≪延焼の危険性を効果的に低減できる箇所での事業の推進≫ 

■事業計画 ■事業実施後 

燃え広がる範囲 

※イメージ 

知事重点事業（継続） 

老朽建築物の除却 道路等の地区公共施設整備 

道路拡幅や除却により 

燃え広がる範囲が分断された 

道路拡幅により、延焼の恐れがない建物間の離隔を確保 耐火性能の高い建物への建替えにより 

延焼の恐れのある範囲が縮減 

延焼拡大の 
危険性を 
効果的に低減 

拡幅 
現道 

≪都市計画道路の整備による延焼遮断空間の確保≫ 
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（３）建築物・都市基盤施設・宅地の耐震化 

① 住宅・建築物の耐震化 

 R８当初：6.8 億円（R７当初：7.2 億円） 

 

 

 

対策箇所数 令和７年度末時点の実績 令和８年度の取組 ※２ 

住 宅 約420万戸 
（木造住宅・分譲マンションを含む 

すべての住宅） 

耐震化率（耐震性が不十分な戸数） 
  約91%（約36万戸） 

【耐震性あり戸数 約384万戸】 

令和17年度末までに 

耐震性が不十分な住宅をおおむね解消 

大規模建築物 841棟 

（耐震診断義務付け建築物） 
（不特定多数の者及び避難に配慮を 

要する者が利用する大規模な建築物） 

耐震性不足解消率※1 

（耐震性が不十分な建築物の棟数）  

約93% （56棟） 
  【耐震性あり棟数 785棟】 

令和12年度末までに 

耐震性が不十分な建築物をおおむね解消 

広域緊急交通路沿道建築物 323棟 

（耐震診断義務付け建築物） 
（沿道にある一定の規模を超える建物） 

耐震性不足解消率※1 

（耐震性が不十分な建築物の棟数） 
約45%（176棟） 

【耐震性あり棟数 147棟】 

令和17年度末までに 

道路閉塞建築物を解消 

(耐震性不足解消率 約70％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆地震による人的被害や建物被害を軽減するため、「新 住宅建築物耐震 10 ヵ年戦略・大阪（案）」に 

基づき、住宅・建築物の耐震化を促進します。 

 

知事重点事業（継続） 

※１：耐震性不足解消率：耐震診断義務付けを行った建築物で、耐震診断結果が公表された建築物の棟数のうち耐震診断により耐震性を 

有することが確認された建築物、耐震改修、建替え等により耐震性が不十分な状態が解消された建築物及び除 

却された建築物の棟数が占める割合をいう。 

※２：令和８年度の取組：現在パブリックコメント中であるため、取組予定を記載 

 

【住宅・建築物の耐震化の事例】 

<木造住宅の耐震化> <建築物の耐震化> 

改修前 改修後 改修前 改修後 
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② 広域緊急交通路などの耐震化 

       R８当初：32.3 億円（R７当初：6.9 億円） 

 

   

 

 

 

 

≪道路橋の耐震化≫ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪鉄道施設の耐震化≫ 

対策駅数・対策箇所数 
令和７年度末 

時点の実績 
令和８年度の取組 

交差又は並走箇所 48箇所 

(広域緊急交通路と交差又は並走する橋りょうなど) 
33箇所で完了 

１箇所で実施 

・南海泉北線 

 （富田林泉大津線） 

※高架駅は対象25駅（乗降客数１万人以上、かつ折り返し運転が可能又は複数路線が接続）のうち、 

21駅で完了（令和７年度末時点）。引き続き、鉄道事業者と協議しながら取り組んでいく予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策箇所数 令和7年度末時点の実績 令和8年度の取組 

19橋 

（大河川（直轄管理）を跨ぐ橋梁） 
7橋完了 

4橋 

（継続 4橋） 

高架駅の耐震対策（実施例） 

阪神淀川駅 

柱補強 
柱補強 

阪神西九条駅 

◆道路橋の耐震化について、大河川を跨ぐ橋りょうの耐震対策に取り組んでおり、令和７年度は淀川

を跨ぐ仁和寺高架橋の耐震工事が完了しました。引き続き、令和 8 年度は淀川を跨ぐ鳥飼仁和寺大

橋等の耐震工事を実施します。 

◆鉄道施設の耐震化について、広域緊急交通路と交差又は並走する鉄道施設や主要な高架駅などでの

事業に対し、国、地元市町とともに、鉄道事業者への補助を行い、計画的な整備を促進します。 

橋りょうの耐震対策（令和７年度実施例） 

 

主要地方道八尾茨木線 鳥飼仁和寺大橋 

橋脚補強 変位制限装置 
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 ③ 下水道施設の耐震化 

           R８当初：31. 2 億円、外 R７補正（１号）：10.7 億円（R７当初：18.9 億円） 

   

 

 

 

 

 

  

     

 

 

 

 

 

 ④ 宅地の耐震化 

 R８当初：0.8 億円（R７当初：0.7 億円） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策内容 令和７年度末時点の実績 令和８年度の取組 

下水道施設の 

耐震化 
・地震防災アクシ

ョンプログラム

に基づき対策を

実施 

〇管路 

・広域緊急交通路や下水処理場直近の

最優先区間（6.3km/6.3km）の対

策完了 

・劣化区間の改築に合わせ耐震補強

（0.8km/0.8km）を完了 

・被災リスク考慮し、耐震診断の発注

済（56.6km/56.6km） 
※ 対策延長は、詳細診断を行い、見直しを行います。 

〇管路 

・被災時の道路交通等への影響や管種による

被災リスクを考慮し、耐震診断を実施 

・劣化区間の改築に合わせ耐震補強を実施 

〇処理場、ポンプ場 

・早期の機能復旧が必要な施設の耐震診断・

補強を実施 

 
 

対象箇所数（現地踏査） 令和7年度末時点の実績 令和8年度の取組 

2,101箇所 1,680箇所 421箇所 

◆能登半島地震を受け、すべての流域下水道施設を上下水道システムの急所施設として耐震化を計画

的・重点的に進める方針が国から示されたことを踏まえ、順次耐震診断や耐震補強を実施します。ま

た引き続き、劣化した管路の改築に合わせて耐震補強を実施します。 

 

地山 盛土

盛土 5m以上

20°以上

3000㎡
以上

腹付け型
谷埋め型

地山 

◆大規模な盛土造成地における地震時の被害を防止・軽減するため、対象となる箇所の安全性の確認を進

めます。令和４年度より、現地踏査を進めるとともに、地盤調査等の実施計画を作成しています。 

※府内の大規模盛土造成地数所管区域(令和 4 年 3 月) 3,723 箇所のうち、政令市・中核市・特例市の所管区域(10 市)の 1,622 箇所 

を除く府の所管区域(23 市町村)が 2,101 箇所 

 

地山 

2）腹付け型大規模盛土造成地 
盛土する前の地盤面の水平面に対する角度が20度 
以上で、 かつ、盛土の高さが５m以上 

 

 5m 以上 

地山 盛土

盛土 5m以上

20°以上

3000㎡
以上

腹付け型
谷埋め型

地山

１）谷埋め型大規模盛土造成地 

盛土の面積が3,000㎡以上 

 

対策前 対策後 

管路の耐震補強 

（実施例 高槻島本汚水幹線） 
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（４）道路の無電柱化 

R８当初：8.7億円、外R７補正（７号）：6.5億円（R７当初：6.9億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）広域緊急交通路の高盛土対策 

R８当初：0.３億円（R７当初：－） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆「大阪府無電柱化推進計画」に基づき、「都市防災の向上」「安全で快適な歩行空間の確保」「良好な都

市景観の確保」の３つの観点から、道路の無電柱化に取り組んでいます。 

◆特に、「都市防災の向上」の観点から、大規模地震時に甚大な被害が想定される都心部や沿岸部へ向

かう緊急車両の通行ルートとなる広域緊急交通路（重点14路線）を対象に、優先的に推進します。 

◆令和６年能登半島地震により、物資補給等の応急活動のため重要な路線の高盛土区間において、複数

の大規模崩壊が発生し、復旧・復興活動に大きな影響を及ぼしました。府で管理する広域緊急交通路

においても、対策が必要な高盛土箇所（３箇所）が存するため、令和８年度より対策工事に着手しま

す。 

 

国土強靱化一部活用 

 

国土強靱化一部活用 

能越自動車道での被害 

（出典：国土交通省資料） 

対策イメージ 

（出典：国土交通省資料） 

電線共同溝による無電柱化 

（国道 170 号（羽曳野市）） 

電線共同溝のイメージ 

（出典：国土交通省 HP） 
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（６）防災公園（後方支援活動拠点・広域避難場所）の整備  

R８当初：10.4 億円、外 R７補正（７号）：５.1 億円（R７当初：11.6 億円） 

 

 

 

≪主な対策≫防災公園の拡張 

対策箇所数 令和７年度末時点の実績 令和８年度の取組 

11公園 
７公園の拡張整備を完了 

（蜻蛉池公園：令和6年度末で完了） 

残る4公園にて拡張整備を推進 
（久宝寺緑地、服部緑地、大泉緑地、寝屋川公園） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆災害時には被災者の救出救助等にあたる自衛隊等が集結する「後方支援活動拠点」や、大規模火災等か

ら住⺠の安全を確保する「広域避難場所」となる防災公園の拡張整備を推進します。 

防災公園の拡張イメージ 

（久宝寺緑地） 

 
拡張エリア 

後方支援活動拠点や広域避難場所となる 

広場の整備（久宝寺緑地） 
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２ 治水対策の推進 

（１）寝屋川流域総合治水対策の推進 

R８当初：167.9 億円、外 R７補正（７号外）：201.8 億円（R７当初：137.3 億円）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）中小河川改修の推進 

R８当初：61.6 億円 外 R７補正（７号）：15.5 億円（R７当初：63.1 億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆北部地下河川では、河川事業として日本初となる大深度地下を使用するため、令和８年度は深さ

100m を超える城北立坑を完成させ、鶴見調節池の工事着手に向けて、シールドマシン等の製作を

進めます。また、南部地下河川では、最下流区間の着手に向け、用地買収を進めます。 

◆下水道増補幹線は、門真寝屋川（二）増補幹線など５幹線（門真市ほか４市）の整備を進めていま

す。 

◆流域調節池は、昨年度に引き続き加納元町調節池（東大阪市）の工事を推進します。 

※寝屋川流域では、令和７年８月 24 日の降雨において、これまでに整備された治水施設が貯留効果を発揮し、 

約 350 億円の浸水想定被害を軽減しました。 

知事重点事業（継続・一部） 

◆時間雨量 50 ミリ程度の降雨（10 年に 1 度程度発生するおそれのある降雨）で床下浸水のリスク

がある河川などに対する河川の拡幅や河床の掘削などの対策に加え、流出抑制を図るためのため池

の治水活用など、流域全体で治水対策に取り組む「流域治水」を推進しています。 

◆令和８年度は、梅川（河南町）の河川改修や、住吉川地下調節池（熊取町）の整備、天竺川流域

（豊中市）でのため池の治水活用など 48 河川において治水対策を推進します。 

寝屋川北部地下河川断面イメージ図 

寝屋川北部地下河川 

シールドマシン製作状況 

門真寝屋川（二）増補幹線 

城北立坑（沈設完了／地下約 100ｍ） 

改修後 改修前 

梅川 

 

住吉川地下調節池 

国土強靭化一部活用 

国土強靭化一部活用 
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３ 土砂災害対策の推進 

R８当初：15.3 億円、R７補正（７号）11.7 億円（R７当初：14.3 億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 避難行動支援の拡充  

R８当初：1.9 億円（R７当初：1.5 億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 予算額 

○一般会計：429 億 5,280 万円  外 R７補正（７号）：219 億 174 万円     

（R７当初：405 億 4,446 万円） 

 

○大阪府流域下水道事業会計：138 億 3,620 万円  外 R７補正（１号）：84 億３,966 万円 

（R７当初：096 億 440 万円） 

◆土砂災害警戒区域などに指定済みの箇所における地形改変状況の現地調査や、高精度な地形情報によ

り新たに判明した土砂災害のおそれのある箇所の基礎調査を進めています。 

◆令和８年度は、引き続き現地調査を進めることに加え、調査結果を基にした土砂災害警戒区域等の新

たな指定などを行うことで、住民に対するリスクの周知を行います。さらに、区域を指定することで、

市町村による土砂災害ハザードマップの作成などの警戒避難体制の整備を支援していきます。 

 

◆土砂災害警戒区域等において、土石や流木から住宅や要配慮者利用施設、避難所、公共施設などを守

るため、土砂災害対策工事を進めるとともに、特別警戒区域内の既存家屋の移転･補強補助制度の活

用を促します。 

◆砂防事業として小川第二支渓（箕面市）など 29 箇所、急傾斜地崩壊対策事業として下河内（4）地

区（河南町）など 8 箇所で施設整備を推進します。このうち、金熊寺川第５支渓（泉南市）での砂防

事業が完成予定です。 

知事重点事業（継続） 

金熊寺川第５支渓砂防事業 

がけ崩れ 土石流 地すべり 

国土強靭化一部活用 
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誰もが安心できるくらしの確保と 
環境配慮の取組 

 

 

 

 

 

１ 安全・安心な住まいの確保 

（１）子育て世帯向け支援 

 

 

 

 

 

≪大阪府営住宅条例改正の内容≫ 

項目 改正内容 

公営住宅の 
入居資格の緩和 

・同居する子どもの要件を拡大 

▶「小学校就学前」から「年度末年齢 18 歳以下」に拡大 

・入居収入基準の引き上げ 

▶「月収 21 万４千円」から「月収 25 万 9 千円」に引き上げ 

新たな住宅分類 
の追加 

・特定公共賃貸住宅等の空き住戸を低額所得の子育て世帯にも供給 

▶公営住宅と同等の家賃、入居資格で入居可能 

▶段階的に、空き住戸を転用し募集することを想定 

 

 

 

 

 

 

連 

絡 

先 

経営管理課 管理調整グループ 

課長補佐 稲井、主査 北尾 

内線 6137 直通 6210-9747 

建築環境課 建築環境・設備グループ 

課長補佐 田中、主査 北野 

内線 3027 直通 6210-9725 

ひとと環境にやさしい住まいとまちの実現に向け、安全・安心な住まいの確保や移動の円滑化、2050年

カーボンニュートラルの実現等の取組を進めます。 

【令和８年度事業のトピックス】 

１ 安全・安心な住まいの確保＜1（1）（２）参照＞ 

大阪府営住宅条例の改正（令和８年３月予定）により、公営住宅の入居資格の緩和と、特公賃等に低額

所得の子育て世帯が入居できるよう新たな住宅分類の追加を予定しています。令和８年度は、改正後の

条例を基にさらなる子育て世帯向け住宅支援に取り組みます。 

また、住まい探し等の支援を行う居住支援法人の指定数が全国で最も多いという大阪府の特色を活かし、

居住支援の担い手の相互連携を促すことで、切れ目ない支援が行き届く体制を構築します。 

２ カーボンニュートラルの実現に向けた取組＜２（1）（２）参照＞ 

カーボンニュートラルの実現に向けて、大阪府の特性を踏まえた独自の施策の制度化に向けて取り組む

とともに、府民・事業者へ、国等の制度やさまざまな支援策などの情報を積極的に発信することで、住

宅・建築物の環境配慮の取組を促進します。 

主要事業 ５ 

◆府営住宅では、新婚・子育て世帯向けに優先募集枠の確保や子育て世帯向け住戸の整備等を進めてき

ました。 

◆令和８年度は、大阪府営住宅条例の改正（令和８年３月予定）により、公営住宅の入居資格を緩和す

るとともに、中堅所得者向けの特定公共賃貸住宅等の空き住戸に低額所得者が入居できるよう新たな

住宅分類を追加することで、さらなる子育て世帯向け住宅支援の充実を進めます。 
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（２）居住支援体制の充実 

R８当初：0.4億円（R７当初：0.3億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知事重点事業（継続） 

◆「大阪府居住安定確保計画」に基づき、高齢者、障がい者、低額所得者、子育て世帯等の住宅確保要

配慮者が安心して住まいを確保できるよう、令和７年10月の改正住宅セーフティネット法の施行を

踏まえ、努力義務化された市区町村単位の居住支援協議会設立を促進し、住宅施策と福祉施策が連携

した地域の実情に応じた居住支援体制の構築を図ります。 

◆居住支援法人が全国で最も多いという大阪府の特性を活かし、住まい探しにお困りの方へ切れ目ない

支援が行き届くよう、居住支援法人で構成する「居住支援ネットワーク会議（仮称）」を活用し、府内

の８つの地域において、居住支援の担い手の相互連携を促すための研修会・交流会を実施します。 

 

市区町村、居住支援法人、不動産関係団体等が参加する 

居住支援研修会・交流会（グループワーク） 
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（３）府営住宅の再編・整備、管理 

① 再編・整備 

              R８当初：231.4億円（R７当初：212.9億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策箇所数 令和７年度末時点の実績 令和８年度の取組 

集約建替 約5,000戸 
工事着手は令和８年度以降を想定 
＜参考＞前計画からの継続分：396戸 

816戸 
＜参考＞前計画からの継続分：0戸 

集約廃止 約3,000戸 
（前計画からの継続事業を含む） 

1,351戸 196戸 

中層エレベーター設置 

約1,000基 
384基 50基 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 管理 

 R８当初：222.7億円、外R７補正（１号）：8.9億円（R７当初：205.5億円） 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年度の設置予定戸数 

約 2,200 戸 

 

 

◆府民の居住の安定確保を図るため、「大阪府営住宅ストック総合活用計画」に基づき、建設時期や住戸

のバリアフリーの状況、団地ごとの需要や立地環境等に応じて、再編・整備（集約建替・集約廃止）

など適切に事業手法を選択し、ストックを有効に活用するとともに、地域のまちづくりに貢献する活

用地の整備を行います。 

◆令和８年度から工事着手する集約建替の対象団地では、これまでの段差の解消や手すりの設置等のバ

リアフリー化の取組に加え、子どもの安全対策に配慮しながら、ZEH水準の確保や採光・通風にも工

夫した「LIFE 住宅」を建設します。 

◆エレベーターを設置していない中層住宅については、築年数や階数、集約建替等の着手時期を考慮し

て、エレベーター設置を計画的に進めます。 

◆指定管理者制度により、入居者の安心・コミュニティを支える取組や、適切な募集、入居管理等を行

います。 

◆施設点検の強化や早期の管理・修繕、耐久性の向上、躯体の経年劣化の軽減を図る長寿命化型の改善

を実施し、ライフサイクルコストの削減を図りながら、良質なストックの維持保全に努めます。 

◆令和８年４月募集からは、新規入居する全ての住戸に府が管理する風呂設備を設置します。 

LIFE 住宅 

既存風呂なし住戸への設置前後 
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２ カーボンニュートラルの実現に向けた取組 

（１）住宅・建築物の取組の推進 

 R８当初：0.2億円（R７当初：518万円） 

    

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）土木施設の取組の推進 

 

 

≪流域下水道における取組≫          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆都市インフラ施設における二酸化炭素排出量実質ゼロ達成に向けた様々な取組を進めています。 

◆2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、国は、建築物の省エネ性能の一層の向上を図る抜本

的な規制強化などを進めています。 

◆住宅・建築物の新築や改修等を検討する時点から国等の制度やさまざまな支援策などの情報を取得で

き、省エネ化の検討が進むように、効果的な情報発信やツール提供による更なる普及啓発を実施しま

す。 

◆住宅断熱性能「見える化」ツール（愛称「エコミエル」）の一層の普及拡大を図るため、実際の施工

事例（モデルケース）を用いた、ツールの精度検証や断熱化による効果の測定を行います。 

◆建築物分野においての脱炭素化を一層促進するため、建築物の省エネ化の推進にあわせて、再エネ設

備の導入強化を図るための制度の構築に向けた調査・検討を行います。 

 

知事重点事業（継続・一部） 

温室効果ガス排出量の少ない 
次世代型焼却炉の導入 
（北部水みらいセンター） 

省エネ機器の導入 
ベルト型ろ過濃縮機 

（高槻水みらいセンター） 

ストック平均で、ZEH・ZEB 
（ネットゼロ・エネルギー・ハウス／ビル） 
水準の省エネ性能の確保を目指す 

抜本的な取組の強化が 
必要不可欠 

新築について、ZEH・ZEB水準の 
省エネ性能の確保をめざす 

（出典：国土交通省 HP） 

めざす 

2025年：原則全ての建築物に省エネ基準適合義務 

等 

おおさか環境にやさしい建築賞 

令和７年度大阪府知事賞 

パナソニック ホールディングス株式会社 

技術部門西門真新棟 

環境にやさしい建築シンポジウム 
（令和７年度開催） 

大阪府住宅断熱性能「見える化」ツール 
（愛称「エコミエル」） 
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３ 道路通行空間の安全確保 

（１）通学路をはじめとした歩行者の交通安全の確保 

R８当初：19.2 億円、外 R７補正（７号）：0.４億円（R７当初：21.0 億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自転車の安全で適正な利用の促進（自転車条例） 

① 自転車通行空間の整備（ハード対策） 

R８当初：0.７億円（R７当初：0.６億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆平成 28 年度から令和７年度の 10年間で、自転車通行空間（青矢羽根型路面表示等）約 200km の

整備が完了する予定です。 

♦令和８年度以降についても、自転車関連事故や自転車交通量が多い区間などの整備に加え、面的な自

転車ネットワークの連続性に着目し、自転車の利用環境の更なる充実に向け、整備を進めます。 

◆令和８年度は、山田上小野原線（吹田市）、泉佐野岩出線（泉佐野市）等を予定しています。 

 

 

 

◆通学路や未就学児の移動経路、歩行者や自転車の交通量が多い道路、バリアフリー法に基づく特定道

路等において、歩道の整備や路肩のカラー化等を行い、歩行者等の安全な通行空間の確保を図ります。 

◆令和８年度は、大阪高槻京都線（茨木市）、和歌山貝塚線（貝塚市）等を予定しています。 

国土強靭化一部活用 
 

枚方富田林泉佐野線（寝屋川市）（令和７年度整備） 

整備前 整備後 

岬加太港線（岬町） 

（令和７年度整備） 

 
青矢羽根型路面表示 

国道 423 号（箕面市） 

（令和７年度整備） 
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② 自転車の交通ルール遵守の徹底・ヘルメットの着用促進に関する広報啓発等（ソフト対策） 

R８当初：0.3 億円（R７当初：0.2 億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 予算額 

○一般会計：34億7,819万円  外R７補正（７号）：3,600万円 

（R７当初：37億7,210万円） 

 

○大阪府営住宅事業特別会計：1,039億3,853万円  外R７補正（１号）：8億8,504万円 

（R７当初：1,230億 3,854 万円） 

 

 

◆自転車条例に関する事業連携協定締結企業等と連携し、自転車マナーアップ強化月間の関連イベント

等におけるチラシの配布のほか、自転車保険の加入促進、ヘルメットの着用促進、自転車の安全適正

利用に向けた広報啓発等に取り組みます。 

 

自転車マナーアップ強化月間チラシ

イベント 

自転車保険の加入促進チラシ ヘルメットの着用促進チラシ 
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効率的・効果的な維持管理の推進と 
更なる府民サービスの向上 

 

 

 

 

 

１ 下水道管路の強靭化 

R８当初： 16.6 億円（R７当初：－ ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連 

 絡 

 先 

事業課 

  課長 冨士 

 内線 3959 直通 6941-6546 

事業企画課 維持・技術支援グループ 

  課長補佐 室木、主査 曽我部 

内線 2963 直通 6944-9269 

高度経済成長期に集中的に整備された道路や河川、公園、下水道等の都市基盤施設を良好な状態で将来

世代に引き継ぐため、効率的・効果的な維持管理を進めるとともに、必要となる人材の確保等に取り組み

ます。また、民間活力を導入し、まちの魅力を向上させる取組も進めます。 
 

【令和８年度事業のトピックス】 

１ 下水道管路の強靭化＜1参照＞ 

埼玉県八潮市の道路陥没事故を契機とした下水道管路の全国特別重点調査の結果、異状が確認された管

路について、改築更新・修繕を着実に実施します。 

２ 安定的な行政サービスの提供＜２（1）（２）参照＞ 

全国的に技術人材が不足する中、インフラ施設の維持管理等を担い、府民の安全・安心な暮らしを支

える技術職員を確保するために、積極的な採用広報に取り組みます。また、都市基盤施設の整備や既

存施設の老朽化対策で業務量の増加が予測されている中、府民サービスの維持・向上を図るため、発

注者支援業務（積算補助）の導入を試行的に実施します。 

主要事業 ６ 

知事重点事業（新規） 

◆令和 7 年 1 月に埼玉県で発生した下水道管路の破損に起因する道路陥没を受けて、下水道管路の全

国特別重点調査を実施しています。この調査において異状が確認された管路について、改築更新・修

繕を着実に実施します。 

改築更新前 改築更新実施状況 改築更新後 
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２ 安定的な行政サービスの提供 

（１）都市整備行政を支える技術人材の確保 

 

 

 

 

 

 

（２）発注者支援業務（積算補助）の導入 

 

 

 

 

 

 

 

３ 長寿命化計画に基づく維持管理の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆AIの活用など新技術の導入等による点検の充実、施設の特性や健全度から、最も経済的なタイミング

で対策を実施する予防保全の取組を進めています。また、大量の改築更新を控える下水道施設や公園

施設の更新、劣化が進行している舗装の補修、河川特性を踏まえた河床低下対策などに取り組みます。 

知事重点事業（新規・一部） 

河床低下対策 下水道施設の更新 舗装の補修 
AIを活用した 

道路パトロール 

知事重点事業（継続） 

 

◆「副首都・大阪」を見据え、大阪が今後ますます成長していくためには、都市基盤の整備が重要です。

加えて、建設から 50年以上経過した施設の老朽化対策も同時に進める必要があり、業務量の増加が予

想されます。このような状況のなかで、府民サービスの維持・向上を図るため、「発注者支援業務（積算

補助）」を試行的に導入します。 

就職メディアの掲載 

（㈱学情 Re 就活） 

就職合同説明会 

（出典：㈱学情 就職博） 
就職合同説明会 大阪府出展ブース 

（東京開催） 

国土強靱化一部活用 

 

◆全国的に技術人材が不足するなか、土木職や建築職といった大阪府インフラ施設を支える技術職員の確

保に向け、令和７年度に引き続き就職メディアへの掲載や合同説明会への出展、採用サイトの作成とい

った、大阪府技術職の認知度向上及び試験申込者数増加に資する取組を実施します。 
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４ 民間活力の導入 

（１）府営公園 

 

 

 

 

 

 

公園名 久宝寺緑地 りんくう公園（中地区） 

制 度 PFI 事業（20 年間） P-PFI 事業（20 年間） 

概 要 
プール再整備に加え、公園全体の管理運営(指定管理)
を一体とした PFI 事業を実施 

未整備区域において、公園の一般園地と民活施設
(収益施設)を一体に整備する P-PFI 事業を実施 

事業 

イメージ 

   

スケジュール 
令和８年度  整備工事着手 
令和10年度  新プールオープン 

令和８年度  整備工事 
令和９年度 公園供用開始・民活施設オープン 

  

 
 
（２）流域下水道 

R８当初：103.7 億円、外 R７補正（１号）：4.2 億円（R７当初：61.7 億円） 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆下水道経営の健全性の向上をめざし、民間の活力を活用した効率的な事業運営を進めています。 

・今池水みらいセンター外２処理場で包括管理事業を実施しており、令和８年度は、引き続き新技術

を用いた焼却炉の建設工事を進めます。 

・鴻池処理区外 2 処理区で管路の包括管理事業を令和 6年度より実施しています。 

 

 

 

◆民間活力の導入により、カフェやグランピング等の公園の魅力を高める新たな施設の整備を進め、多

くの方に利用されています※。引き続き、民間ノウハウを活用し、久宝寺緑地プールの大規模改修やり

んくう公園の新規拡張整備を行い、さらなる魅力向上を図ります。  
※府営公園全体の来園者数 令和５年：約 2,550 万人 令和 6 年：約 2,75０万人 

 

建設中の焼却炉 
（今池水みらいセンター） 

今池水みらいセンターにおける包括範囲 

包括管理事業 

様々な施設の維持管理業務と更新を一括して行う事業 

中地区(約 4.9ha) ※未整備 

府営りんくう公園 ※既開設 

再整備イメージ 

公園全体図 

整備イメージ 
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（３）府営住宅  

 

 

 

                            

          堺宮山台４丁住宅                    豊中新千里北住宅 

 

５ 行政 DX による府民サービス向上の取組                             

（１）道路・河川                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆建替対象団地において、民間事業者の提案による民間戸建住宅の供給等、まちづくりに寄与する用地

活用事業と合わせた PFI手法による建替えに取り組みます。 

 

 

 

◆府庁 DX の取組に基づき、業務の効率化と府民サービスの向上に取り組みます。特に府民サービス

の向上については、道路の特殊車両通行許可、占用許可に続き、令和７年度は河川占用許可のオン

ライン申請の運用を開始しました。また、WEB 公開によって来庁不要となるなど、さまざまなメリ

ットがある道路台帳デジタル化に継続して取り組んでいます。 

 

 

 

府営住宅 

民間戸建住宅 

令和５年１月より運用中  

 特殊車両通行許可オンライン申請 
 スマートフォンやパソコンから 24 時間 

 申請可能 

令和８年1月より許可書の電子交付を導入 

令和５年 2 月より運用中  

 道路占用許可オンライン申請 
 「新規」「変更」「廃止」手続きが対象 
 「継続」手続きは令和８年２月より実施 

令和８年２月より運用開始  

 河川占用許可オンライン申請 
 「新規」「変更」「継続」「廃止」 
手続きが対象 

道路台帳デジタル化  

 大阪府管理の道路台帳図面を 

 デジタル化し、システム構築 
 

 【メリット】 

 ・WEB 公開による府民サービス 

向上（来庁不要等） 

 ・管理における更新等の作業の 

省力化 
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（２）府営公園のスポーツ施設予約システムの構築             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 予算額（一部再掲） 

○一般会計：370 億 8,003 万円  外 R７補正（７号）：12 億 7,311 万円 

（R７当初：367億 7,342 万円） 

 

【道路】R８当初：174.0 億円（R７当初：177.6 億円） 

【河川】R８当初：117.2 億円（R７当初：111.3 億円） 

【公園・街路樹】R８当初：59.6 億円（R７当初：57.8 億円） 

【その他】R８当初：20.0 億円（R７当初：21.0 億円） 

 

○大阪府営住宅事業特別会計：25 億 7,203 万円 

（R７当初：38億 9,238 万円） 

 

○大阪府流域下水道事業会計：553 億 919 万円  外 R７補正（１号）：６億 2,993 万円 

（R７当初：478億 9,923 万円） 

 

【維持管理】R８当初：351.5 億円（R７当初：305.2 億円） 

【改築更新】R８当初：201.6 億円（R７当初：173.8 億円） 

 

 

◆現スポーツ施設予約システム（OPAS）は、平成８年度から使用しています。より利便性の高いシ

ステムとなるよう、令和９年２月からの運用開始に向けて、新たな予約システムの構築を進めます。 

○新たな予約システムのイメージ 

・オンラインでの利用者登録・更新 

・クレジットカード決済などのキャッシュレス決済 

・オンラインでの領収書発行        

など 

 

○スケジュール 

令和 7 年度：契約 

令和 8 年度：システム構築 

令和 9 年２月～令和 18 年度：システム運用 



路線・河川・施設名等 箇所

都市防災事業 都市計画道路三国塚口線
豊中市庄内西町５丁目～
豊中市庄内栄町５丁目

現道拡幅
Ｌ=0.71kｍ　W=27ｍ

上半期

道路事業 都市計画道路三国塚口線 豊中市庄内栄町５丁目
現道拡幅
Ｌ=0.35kｍ　W=27ｍ

上半期

道路事業
主要地方道伏見柳谷高槻線
（高槻東道路延伸部）

高槻市井尻２丁目
道路築造（新設）
L=0.2km、W=7.5m

下半期

道路事業 主要地方道八尾茨木線（玉井交差点） 東大阪市玉串元町１丁目
交差点改良
L=0.08km、W=12.75m

下半期

道路事業
都市計画道路大阪岸和田南海線
（府中工区）

和泉市府中町４丁目～
和泉市黒鳥町１丁目

街路築造（新設）
L=0.73km、W=22～24.5ｍ

下半期

河川砂防事業 二級河川　新家川 泉南市新家
河道改修　L＝0.1km
（JR 阪和線下流～新家川橋上流）

下半期

河川砂防事業 男里川水系金熊寺川第５支渓 泉南市新達金熊寺 砂防堰堤 下半期

公園事業 久宝寺緑地 八尾市西久宝寺 約0.2ha新規整備 下半期

下水道事業 寝屋川流域下水道　門真守口増補幹線
守口市大久保町～
寝屋川市仁和寺本町

増補幹線 下半期

府営住宅事業 吹田古江台住宅 吹田市古江台４丁目 集会所 下半期

府営住宅事業 吹田桃山台住宅（２期） 吹田市桃山台１丁目 高層１棟：80戸 下半期

供用予定

事業箇所名等

事業名 主な事業内容

◇令和８年度に供用を予定している主要事業一覧
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都市整備部 令和８年２月定例府議会提出予定議案の概要 

 

１ 事件議決案（１８件） 
 

 件  名 概   要 所 管 

１ 淀川河川公園整備事業

の施行に伴う負担金徴

収の件 

令和８年度において国が施行する淀川河川公園整備事業

により利益を受ける市から負担金を徴収するため、都市公園

法第１２条の４の規定により議決を求めるもの。 

受益市    大阪市 

負担率    １／６ 

負担金    ３，７３３万２，１６６円 

 

公園課 

２ 都市高速鉄道連続立体

交差事業の施行に伴う

負担金徴収の件 

令和８年度において府が施行する都市高速鉄道連続立体

交差事業により利益を受ける市から負担金を徴収するため、

地方財政法第２７条の規定により議決を求めるもの。 

受益市  東大阪市ほか４市 

負担金  １８億２，８５１万１千円 

 

交通戦略室 

３ モノレール道整備事業

の施行に伴う負担金徴

収の件 

令和８年度において府が施行中のモノレール道整備事業

により利益を受ける市から負担金を徴収するため、地方財政

法第２７条の規定により議決を求めるもの。 

受益市  守口市及び門真市 

負担金  ９，９３３万３千円 

 

交通戦略室 

４ 流域下水道事業の施行

に伴う負担金徴収の件 

 令和８年度において府が施行する流域下水道事業により

利益を受ける市町村から負担金を徴収するため、下水道法

第３１条の２の規定により議決を求めるもの。 

受益市町村  大阪市ほか４１市町村 

  負担率    国庫補助事業  １／４、１／６ 

         府費単独事業  １／２ 

         維持管理費  ５.５／１０ほか 

 負担金    ４１８億７，８２４万６，５００円 

 

下水道室 

５ 淀川河川公園整備事業

の施行に伴う負担金変

更の件 

令和７年度において国が施行中の淀川河川公園整備事業

の事業費の変更に伴う受益市負担金の変更について、都市公

園法第１２条の４の規定により議決を求めるもの。 

負担金  ９８９万７，８３３円 

→６６８万３，５００円 

 

公園課 
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６ 都市高速鉄道連続立体

交差事業の施行に伴う

負担金変更の件 

令和７年度において府が施行中の都市高速鉄道連続立体

交差事業の事業費の変更に伴う受益市負担金の変更につい

て、地方財政法第２７条の規定により議決を求めるもの。 

負担金  １５億３，５２２万８千円 

→１２億２，０７３万２千円 

 

交通戦略室 

７ 流域下水道事業の施行

に伴う負担金変更の件 

令和７年度において府が施行中の流域下水道事業の事業

費の変更に伴う受益市町村負担金の変更について、下水道

法第３１条の２の規定により議決を求めるもの。 

負担金  ３４９億８，４００万６，０００円 

       →３５９億８，３７４万９，５００円 

 

下水道室 

８ 工事請負契約締結の件 

（道路改良事業） 

(1)主要地方道八尾茨木線鳥飼中高架橋耐震補強工事（その

２）請負契約 

契約金額 １５億５，３１６万２，６００円 

請 負 者  村本建設株式会社 

 

(2)主要地方道大阪和泉泉南線（名越工区）橋梁下部工事（Ｒ

７）請負契約 

契約金額 ８億５，９９８万円 

請 負 者  中林・松建特定建設工事共同企業体 

 

道路室 

９ 工事請負契約締結の件

（モノレール道整備事

業） 

大阪モノレール鋼軌道桁建設工事（荒本北工区その２）請

負契約 

  契約金額 ３０億３，６８８万円 

 請 負 者  高田機工株式会社 

 

交通戦略室 

10 工事請負契約締結の件

（大阪府立高等学校施

設整備事業） 

大阪府立新工業系高等学校（仮称）改築機械設備工事（そ

の２）請負契約 

契約金額 １５億２，９００万円 

 請 負 者  川崎設備工業株式会社 

 

公共建築室 

11 工事請負契約締結の件

（大阪府立支援学校施

設整備事業） 

(1) 大阪府立大阪市北東部地域支援学校（仮称）改修その他

工事請負契約 

契約金額 ２１億９，４５０万円 

 請 負 者  株式会社淺沼組 

 

(2) 大阪府立大阪市北東部地域支援学校（仮称）改修その他

電気設備工事（その２）請負契約 

契約金額 ５億８，６０２万６００円 

 請 負 者  鶴田電設株式会社 

 

公共建築室 
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12 工事請負契約変更の件

（モノレール道整備事

業） 

(1) 大阪モノレール支柱建設工事（三島工区その２）請負契

約           （令和４年１２月２０日議決） 

  契約金額 ２２億３，１４２万７，０００円 

       →２７億３，０９７万６，６００円 

  請 負 者 東洋建設・修成建設コンサルタント共同企業   

      体 

主な変更理由 矢板打設時に深部で支障物が判明した

ことによる打設工法の変更に伴う増額、

基礎施工時に生じた汚泥の処分数量変

更に伴う増額及び道路管理者協議によ

る舗装復旧箇所の精査に伴う減額 

 

(2) 大阪モノレール支柱建設工事（諸福工区）請負契約 

            （令和７年１０月２０日議決） 

  契約金額 ３０億９，９５３万６，０００円 

       →３１億８，５０１万２，６００円 

  請 負 者 戸田・ハンシン特定建設工事共同企業体 

主な変更理由 特例措置の実施による労務費等の変更

に伴う増額 

 

交通戦略室 

13 工事請負契約変更の件

（津波・高潮対策事業） 

 一級河川安治川（旧淀川）新水門築造工事請負契約 

            （令和７年３月２４日議決） 

  契約金額 １２７億７，６８８万１，７００円 

       →１３２億６，２９１万７，８００円 

  請 負 者 鹿島・みらい・井上共同企業体 

主な変更理由 鋼管矢板打設位置の地中障害物撤去に

伴う増額、撤去予定の防潮堤の中詰め

コンクリート撤去に伴う増額及び躯体

構造の見直しに伴う減額 

 

河川室 

14 不動産買入れの件（府

営りんくう公園（中地

区）整備運営事業） 

府営りんくう公園の中地区における整備運営事業により

設置される特定公園施設について、実施協定書に基づき買い

入れるため、地方自治法第96条第１項第８号の規定により

議決を求めるもの。 

買入れ金額  １億７，８５２万２，９５７円 

買入れ先  ブリッジパークプロジェクトグループ 

 

公園課 
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15 大阪府営住宅の家賃及

び共益費に関する債権

放棄の件 

大阪府営住宅の家賃及び共益費の債務者に対して、大阪府

が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。 

件数  １０７件 

金額  ４，９５１万９４２円並びに当該家賃及び共

益費に係る遅延損害金 

 

住宅経営室 

16 大阪府営住宅の家賃及

び共益費に相当する損

害金に関する債権放棄

の件 

大阪府営住宅の家賃及び共益費に相当する損害金の債務

者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議

決を求めるもの。 

件数  １１６件 

金額  ７，４９６万５，２９９円及び当該損害金に係

る遅延損害金 

 

住宅経営室 

17 大阪府営住宅の駐車場

使用料に関する債権放

棄の件 

大阪府営住宅の駐車場使用料の債務者に対して、大阪府が

有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。 

件数  １，７５６件 

金額  ９，４５７万１，６６７円及び当該駐車場使用

料に係る遅延損害金 

 

住宅経営室 

18 大阪府営住宅の修繕に

係る負担金に関する債

権放棄の件 

大阪府営住宅の修繕に係る負担金の債務者に対して、大阪

府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。 

件数  １００件 

金額  ９８１万４，９００円及び当該負担金に係る

遅延損害金 

 

住宅経営室 

 

２ 条例案（４件） 

 件  名 概   要 所 管 

１ 大阪府都市公園条例及

び大阪府附属機関条例

一部改正の件 

１ 泉佐野丘陵緑地を泉佐野市へ移管することに伴い、公園

施設を設ける場合の使用料の規定から、泉佐野丘陵緑地を

削除する。 

２ 大阪府泉佐野丘陵緑地運営審議会を廃止する。 

    施行日：令和８年４月１日 

 

公園課 

２ 大阪府建築都市行政事

務手数料条例及び大阪

府建築都市行政事務に

係る事務処理の特例に

関する条例一部改正の

件 

マンションの建替え等の円滑化に関する法律の改正によ

り、マンション再生組合の設立についての認可の申請があっ

た場合に特定行政庁に協議を行う事務等が追加されたこと

に伴い、地方自治法第２５２条の１７の２の条例による事務

処理の特例制度に基づき、当該事務を豊能町ほか８町村が処

理することとする等の改正を行う。 

    施行日：令和８年４月１日 

 

居住企画課 
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３ 大阪府建築基準法施行

条例一部改正の件 

１ 建築物の確認申請に係る手続を電子情報処理組織を使

用する方法により行うことができることとすることに伴

い、当該手続を電子情報処理組織を使用する方法により行

う場合の消防長等の同意を得るための事務を泉大津市ほ

か２５市町村が処理することとしている事務から除く。 

２ 地方自治法第２５２条の１７の２の条例による事務処

理の特例制度に基づき、建築物の接道義務の適用除外に係

る認定のために必要な現地の状況等の調査に関する事務

を泉大津市ほか２５市町村が処理することとする。 

    施行日：令和８年４月１日 

 

建築指導室 

４ 大阪府営住宅条例一部

改正の件 

子育て世帯に対する住宅支援として、子育て世帯の公営住

宅の入居資格の緩和を行う等の改正を行う。 

 〔主な改正内容〕 

 (1) 公営住宅について、子育て世帯の入居の際の収入の上

限として定めている金額及び当該上限が適用される場

合の要件を改める。 

  ・収入の上限として定めている金額 

  〔改正前〕２１万４千円 

  〔改正後〕２５万９千円 

  ・当該上限が適用される場合 

  〔改正前〕同居者に小学校就学の始期に達するまでの者

がある場合 

  〔改正後〕同居者に１８歳に達する日以後の最初の３月

３１日までの間にある者がある場合 

 

 (2) 特定公共賃貸住宅等の空き住戸を公営住宅と同等の

入居資格の住宅として供給するため、新たな類型の住宅

である公営型地域優良賃貸住宅を追加するとともに、そ

の入居資格等を定める。 

    施行日：令和８年４月１日（(2)は令和８年１０月

１日） 

 

住宅経営室 
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３ 報 告（５件）  

 件  名 概   要 所 管 

１ 府営住宅明渡請求に関

する訴えの提起及び和

解の専決処分の件 

家賃滞納者等に対する府営住宅明渡請求に関する訴えの

提起及び和解について、地方自治法第１８０条第１項の規

定により専決処分にしたので、同条第２項の規定により報

告するもの。 

(1)訴えの提起  ７０件 

専決日  令和７年１２月１８日 

 (2)和   解  ３３件 

     専決日  令和７年１２月１８日 

 

住宅経営室 

２ 工事請負契約変更の専

決処分の件 

（道路改良事業） 

(1) 主要地方道茨木摂津線（茨木箕面丘陵線）橋梁下部工事

（その２）（仮称佐保橋梁）請負契約 

（令和６年１２月１６日議決） 

 専 決 日 令和７年１２月１９日 

  契約金額 変更前 ２１億２，９７４万８，５００円 

       変更後 ２１億６，６２５万９，７００円 

 請 負 者 大日本土木株式会社 

主な変更理由 止水及び内壁強化のための薬液注入工

追加に伴う増額 

 

(2) 主要地方道八尾茨木線仁和寺高架橋（ＯＮランプ部）耐

震補強工事請負契約   （令和７年３月２４日議決） 

 専 決 日 令和７年１２月１９日 

 契約金額 変更前 ７億１，４９３万５，１００円 

      変更後 ７億５，１５２万６，６００円 

  請 負 者 中井商工株式会社 

主な変更理由 施工時に判明した支障物件の移設に伴

う増額及び警察協議による交通規制方

法の見直しに伴う増額 

 

(3) 主要地方道枚方富田林泉佐野線（都市計画道路梅が丘高

柳線）橋梁上部工事（Ｒ７－Ｒ９）請負契約 

（令和７年１０月２０日議決） 

専 決 日 令和７年１２月１９日 

  契約金額 変更前 １３億５，７４０万円 

       変更後 １３億９，０６２万９，９００円 

  請 負 者 株式会社駒井ハルテック 

主な変更理由 特例措置の実施による労務費等の変更

に伴う増額 

 

道路室 
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３ 

 

工事請負契約変更の専

決処分の件（モノレール

道整備事業） 

(1) 大阪モノレール支柱建設工事（松生町工区）請負契約 

            （令和３年１０月１１日議決） 

  専 決 日 令和７年１２月１９日 

  契約金額 変更前 １９億５６７万１，９００円 

       変更後 １９億４，６６２万４，９００円 

  請 負 者 森本組・新土木開発コンサルタント共同企業    

      体 

主な変更理由 関係者協議による仮設工の追加や発生

土の仮置き場所変更による運搬費追加

等に伴う増額及び発生土の土質分析に

よる残土処分先の変更に伴う増額 

 

(2) 大阪モノレール支柱建設工事（三島工区その１）請負

契約        （令和４年１２月２０日議決） 

  専 決 日 令和７年１２月１９日 

  契約金額 変更前 １４億５８１万５，４００円 

       変更後 １４億５，５３７万８，１００円 

  請 負 者 株式会社森組 

主な変更理由 インフレスライドに伴う増額及び関係

者協議による舗装復旧の数量削減に伴

う減額 

 

(3) 大阪モノレール支柱建設工事（中鴻池町工区）請負契

約          （令和５年３月１７日議決） 

  専 決 日 令和７年１２月１９日 

  契約金額 変更前 １９億６，２９８万５，２００円 

       変更後 １９億９，１９７万５，７００円 

  請 負 者 株式会社森組 

主な変更理由 関係者協議による近接構造物への影響

対策の追加に伴う増額及び基礎施工時

に生じたコンクリート殻等の処分数量

変更に伴う増額 

 

(4) 大阪モノレール水路復旧工事請負契約 

            （令和６年１２月１６日議決） 

  専 決 日 令和７年１２月１９日 

  契約金額 変更前 ５億９，００９万５，０００円 

       変更後 ６億３，２７２万６，６００円 

請 負 者 中林建設株式会社 

主な変更理由 関係者協議による仮設工の変更に伴う

増額及び既設人孔への接続部にかかる

復旧工法変更に伴う増額 

 

交通戦略室 
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４ 工事請負契約変更の専

決処分の件（都市河川改

良事業） 

(1) 寝屋川北部地下河川城北立坑築造工事請負契約 

          （令和元年１０月２５日議決） 

  専 決 日 令和７年１２月１９日 

  契約金額 変更前 １２０億４，３３２万３，６００円 

       変更後 １２０億２，４５５万８，７００円 

 請 負 者 戸田・ハンシン・大容特定建設工事共同企

業体 

主な変更理由 インフレスライドに伴う増額、後続工

事との調整による仮設鋼矢板の処理方

法変更に伴う増額及び堆積泥土等の処

分量減に伴う減額 

 

(2) 一級河川寝屋川加納元町調節池築造工事（Ｒ４本体工）

請負契約       （令和４年１２月２０日議決） 

  専 決 日 令和７年１２月１９日 

  契約金額 変更前 ８５億９，７３０万５，２００円 

       変更後 ８６億１，４３１万１，２００円 

  請 負 者 大林・日本国土・前田特定建設工事共同企

業体 

主な変更理由 鋼矢板の引抜きによる影響軽減のため

鋼矢板残置に伴う増額、熱中症対策に

かかる国通知に基づく現場管理費補正

に伴う増額及び調節池本体底部の排水

処理構造の変更に伴う減額 

 

河川室 

５ 債権放棄報告の件（都市

整備部所管債権） 

都市整備部が所管する債権について、大阪府債権の回収

及び整理に関する条例第６条第３項の規定により放棄した

ので、同条第４項の規定により報告するもの。 

(1)大阪府オーパス・スポーツ施設情報システムの登録 

料及び登録更新料 

 件 数  １０件 

金 額  ４，２００円並びに当該登録料及び登

録更新料に係る遅延損害金 

 専決日  令和８年１月２０日 

 

(2)大阪府営住宅の家賃及び共益費 

件 数  ９件 

金 額  ５万４４円並びに当該家賃及び共益費

に係る遅延損害金 

専決日  令和８年１月２０日 

 

(3)大阪府営住宅の家賃及び共益費に相当する損害金 

公園課 

住宅経営室 
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件 数  １件 

金 額  ５，７００円及び当該損害金に係る遅延

損害金 

専決日  令和８年１月２０日 

 

(4)大阪府営住宅の駐車場使用料 

件 数  ３３件 

金 額  １８万１，７６０円及び当該駐車場使用

料に係る遅延損害金 

専決日  令和８年１月２０日 

 

 


